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建設現場において下請負業者が元請負業者に提出

する再下請負通知書及び労務・安全届出様式の改

訂について

本会では、平成  7年に元請負業者のニーズ並びに下請負業者の要請に応えると同時

に、下請負業者の事務の軽減と労務安全管理の一層の充実のため全建統一様式を策定い

たしました。

おかげをもちまして、これまで多くの建設業者及び建設業以外の業種の方にもご利用

いただくなど、各方面で広くご活用いただき厚く御礼申し上げます。

様式を定めてからその後、建設技術や労務安全管理手法は大きく変わり、平成16年に

は、個人情報の保護に関する法律が施行され、また、平成17年には全建統一様式とも関

係の深い労働安全衛生法、建設労働者の雇用の改善等に関する法律の改正等が行われま

した。 また、この問、建設現場における施工技術の進歩、労務・安全管理手法は大き く

変化しており、特に現場での一層の災害減少のためのリスクアセスメ ントへの対応が重

要となってまいりました。

さらに今回は、昨年 6月に国土交通省の「建設産業戦略会議」において建設産業が直

面する課題の整理と、関係者が取り組むべき具体策の議論がされ、「建設産業の再生と

発展のための方策2011Jが取りまとめ られました。

この中で建設産業の持続的発展に必要な人材の確保と企業聞の健全な競争環境を構築

するため、行政、元請負業者及び下請負業者が一体となって保険未加入企業の排除に向

けて取り組んでいくことなどが示されました。

そこで、本会では「全建統一様式改訂ワーキングJを設置し、様式に、社会保険等の

加入状況記載欄を設けるとともに、各様式の見直しを行い、さらに、記載例及び解説

を、作成者の視点に立った記載項目の関連付けや解説をさらに分かり易いものに改訂い

たしました。本書は、各届出様式の目的、記載上の留意点、作成根拠等を関係法令、条

文に照らして説明しており、職員の研修、能力向上用のテキストとしても利用できる内

容となっています。

本届出様式が元請負業者並びに下請負業者の皆様の災害防止活動や現場運営管理の充

実・向上にご活用いただきますようよろしくお願い申し上げます。

平成24年 8月

一般社団法人全国建設業協会
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〔様式の改訂について〕

本様式は、平成� 7年� 7月に刊行され、数次の改訂を経て直近では平成� 18年� 4月� 1日に改訂を行い� 

6年が経過しております。今般、元請負企業において下請負企業の保険加入を指導する役割を担う

ことが求められており、下請負企業の保険加入状況を把握することを通じて適正な施工体制の確保

に資するため、施工体制台帳の記載事項及び再下請負通知書の記載事項に健康保険等の加入状況を

追加すること等を内容とする建設業法施行規則が改正されたことを受けて様式の変更及び追加を行

いました。

さらに、様式名の変更やその他項目の追加等の見直しを行いました� 0

・様式第� l号一甲 再下請負通知書

-様式第 l号乙 下請負業者編成表

・様式第� 3号 施工体制台帳

-様式第 5号一別紙 社会保険加入状況

-様式第 6号 工事安全衛生計画書

-参考様式第� 3号 安全衛生計画書

・参考様式第� 5号 作業間連絡調整書

.様式第 8号 安全ミーティング報告書� 
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0届出様式の利用にあたって

1.全建統一様式

全建統一様式とは、建設現場における災害の未然防止等の観点から、関係法令の道

守上最低限必要と思われる様式。 

2 参考様式

参考様式とは、上記全建統一様式の補助的様式で、利用者の判断により必要な場合

に使用する様式。

なお、全建統一様式、参考様式の内容は、各様式ともできる限りどの現場にも共通

して使用できる事項を選んで、作成しております。従って、企業によっては、必要とし

ない項目あるいは追加を必要とする項 目がある場合には、適宜記入を省略、又は追加

して使用してください。 

3 作成者

この届出様式は、下請負業者がそれぞれ上位の業者に届け出る場合にも使用するこ

とができます。

記載例及び解説は、記載例に加え、作成根拠となる準拠条文や記入上の留意点等を

詳しく説明した解説を加えており、現場担当者の研修、能力向上に活用でき る内容と

なっております。 

0届出様式の実費頒布について

下記の届出用紙等を都道府県建設業協会(又は協同組合)で実費頒布しておりますの

で、ご利用ください。

種 日u 仕 様

届出書 全様式を l冊にのりとじ

様式第10号 持 込 機械届済証  B 6判ビニール製10枚包み

参考様式第  7号持込機械届済証 ラベルタイプ(裏のり付) 50枚包み  
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本書で想定している施工体制

千代田商事側取締役社長 中込平八郎

東京都千代田区丸の内lO -xー ×� 

TEL: 03 -3241 -33 x x 

監督員.吉田忠夫

匿国

契約日

平成23年7月1日

八重洲建設側代表取締役社長八重洲太郎

東京都千代田区丸の内南� 3-x一×

八重洲建設側関東支庖 取締役支居長八重洲次郎

東京都千代田区丸の内南� 3ー×ー×

八重洲建設側丸の内ピル作業所 所長.夏川二郎

監督員.上田正
匡亘 


現場代理人.夏川二郎


監理技術者.夏川二郎


(槻山下組取締役社長山下三郎

東京都中央区八丁堀� 2ー×ー×

主任技術者:山下良男

(安全衛生責任者 山下良男)

匡玄司

契約日

平成23年7月20日

契約日

平成23年� 7月7日� 

E左E司

大山建設側取締役社長大山一郎

東京都港区芝浦北� 5一×一×

監督員'中島明

現場代理人� :中島 明

主任技術者.大沢常男

( ー者中島明  ) 
安全衛生推進者:谷口六郎� | 

雇用管理責任者'総務部長鈴木四郎/

注:( )は、労働安全衛生法、建設雇用改善法関係 
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巨(J\ T~司

契約日

平成23年7月15日

(槻山田工務庖取締役社長 山田二郎

東京都千代田区神田� 3一×

監督員:間島健児

現場代理人ー間島健児

主任技術者・間島健児

(一一健児安全衛生推進者，加藤和夫

雇用管理責任者.総務部長青木正男



施工体制台帳作成フロー図

発注者

[千代田商事 (株)] 

t(工事請負契約書)

• 


-施工体制台帳作成建設工事 (下請負契約帯)

の通知 -下請負業者編成表

・一次、二次、三次下請負業者の「再下請負通知書」

・一次、二次、三次下請負業者の「作業員名簿、社会保

険加入状況調査票」

元請

[八重洲建設 (株)] 
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.施工体制台帳 《下請負人に関する事項》

(全建統一様式第� 3号)

・工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

(全建統一様式第� 4号)

(下請負業者編成表に基づき作成)

.作業員名簿(全建統一様式第� 5号)、社会保険加入状

況調査票(全建統一様式第� 5号一別紙)

一次下請

[大山建設(株)] 

.下請負業者編成表(全建統一様式第� 1号一乙)

(二次、三次下請負業者から提出された 「再下請負通

知書」に基づき作成)

.再下請負通知書(全建統一様式第� l号 一甲� )

.作業員名簿、社会保険加入状況調査票

-施工体

の通知� 

制台帳作成建設工事

⑧ 

(再下請負契約書)

・二次、三次下請負業者の「再下請負通知書」

-二次、三次下請負業者の「作業員名簿、社会保険加入

状況調査票」

二次下請 
  

[(株) 山田工務庖]


-再下請負通知書

.作業員名簿、社会保険加入状況調査票 

-施工体

の通知� 

制台帳作成建設工事

⑤ 

(再下請負契約書)

-三次下請負業者の「再下請負通知書」

-三次下請負業者の「作業員名簿、社会保険加入状況調

査票j

主
円
「 円

且ヱペ

灯
一
山

三
和

-再下請負通知書

.作業員名簿、社会保険加入状況調査票 
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アじ 去百三円三 名 八重洲建設株式会社

発注者名 千代田商事株式会社

工 事 名 千代田商事丸の内ピル新築工事

監督員名 上回
正� K ¥¥  

権限及び意見� 

申出方法� 

-下請負契約第00条記献のとおり 。

-文章による(下請負契約ムムのとおり)

l全建統一様式第� 2号|

平成� 23年� 7 月� 3 日

下請負業者の皆さんへ

[元請負業者]

会社名 八市洲建設(欄

事業所の名称 丸の内ピJレ作業所

施工体制台帳作成建設工事の通知

当工事は、建設業法(昭和24年法律第100号)第24条の� 7に基づく施工体制台帳の作成を要する建設工

事です。

この建設工事に従事する下請負業者の方は、一次、二次等の層次を問わず、その請け負った建設工事を

他の建設業を営む者(建設業の許可を受けていない者を含みます。)に請け負わせたときは、速やかに次

の手続きを実施してください。

なお、一度提出いただいた事項や書類に変更が生じたときも、遅滞なく、変更の年月日を付記して再提

出しなければなりません。

①再下請負通知書の提出

建設業法第24条の� 7第2項の規定により、遅滞なく、建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14

号)第14条の� 4に規定する再下請負通知書により、自社の建設業登録や主任技術者等の選任状況及び

再下請負契約がある場合はその状況を、直近上位の注文者を通じて元請負業者に報告されるようお願

いします。

一次下請負業者の方は、後次の下請負業者から提出される再下請負通知書を取りまとめ、下請負業

者編成表とともに提出してください。

②再下請負業者に対する通知

他に下請負を行わせる場合は、この書面を複写し交付して、「もし更に他の者に工事を請け負わせ

たときは、 『再下請負通知書』を提出するとともに、関係する後次の下請負業者に対してこの書面の

写しの交付が必要である」旨を伝えなければなりません。

なお、当工事の概要は次のとおりですが、不明の点は下記の担当者に照会ください。

、、、、、

提出先及び
作業所事務課宮藤 実 ¥¥イ作業所長若しくは工事部長引

担 当 者

(注)干l請負契約の総額が3.0川万円� ( - 下院を嬰ナる工事l立、全て建築一式仁TJJの場合は、1.500万円)以上となり、施工体制台帳のi
の一次下請負人に対して苫聞にょう� j霊知すゐとともに、ニの砂爾を{乍妥結1好の見やすい場所に掲示する� (第四条の7)こ� 

¥ 
(現場事務所内の打合せ室など工事関係者の目に付きやすい場所に掲示。� 
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l全建統一様式第�  3号| 	 平成� 23 年� 7月� 25日 〈下請負人に関する事項〉

施工体制台帳

[ 会社 名] 八酬|注目立株式会社� ① 


[事業所名] 丸の内ピル作業所�  ② 


会 社 名 �  ① 大山建設(仰 代表者名� ② 大山一郎

住 所

電話番号

干101-x x x x 
③ 

点京都港区之illf北� 5-x-x (TEL 03 -5fi55 -xxxx 

工事名称
及 ぴ
工事内容�  

千代川商事)Lの内ヒル新築工叩に係る� 

rr~枠T耳l 
④ 

~) 
工 期

IZ

自 、 I ~ J主23年� 7月� 10日

ニコヒヱ 、Iぷ25年� l月� 20日
契 約 日 予成~:~ 年 7 月 7 日� 

③ 
許 可 業種 許 可 番 号 許可(更新)年月日� 

C*~ 住金
建設業の 挫築 工事業� Hi第� 2000 号 平成三l年� 5月� 10日

知事 一般
言午 可

大臣 特定
工事業 第� 7ロ7 年 月 日

知事 一般

工事名称
千代田商事丸の内ピJレ新築工事� ④

及 び
工事内容

地上行� 11皆、地卜� 11明、塔屋� 11緋延べ床面積9.以)un!

発注者名
千代田商事株式会社� ⑤

及 ぴ

住 所
〒]()l-xx xx 東京都千代目1[，{)1.の|人]10-x-x 

工 期(島自 平成� 23年� 7月� 3日
契約日 平成� 23年� 7月� l 日

至 平成� 25年� 3月� :31日� 

⑦ 
区分 名 称 住 所

契 約 元請契約 八五ml建設側 ー千代|ヨ16:)Lの内南� 3-x-x
営業所

下請契約 八重山|建設脚|拘束支出 千代ILIfJC丸の内南 3-x-x

発注者の

監督員名

吉田設計事務所� 

吉田忠夫
⑨ 権限及び

意見申出方法
詰負契約締00条記載のとおり 1)⑨) 

-文古ーによる(契約書第ムム条のとお

監督員名� J: 問 正� ⑩ 
権限及び -ド請負契約第O条記載のとおリ� @ 
意見申出方法� -文書による(契約台第ふム条のとお:))

現 場
夏川| て 郎� ⑫ 

権限及び -詰負契約#第O粂記械のレお 1) ⑬
代理人名 意見申出方法 -丈島による

監 理
番非専E任b 定� JII 三 郎� ⑭ 資格内容

建築 UJ~ i趨築士試験，1 
⑮技術者名 {一級建築十)

専 門� 
⑮ 

寸苗T 門� 
⑮技術者名 技術者名

資格内容� ⑫ 資格内容� ⑫ 

担 当� 
⑬ 

担 当� ⑩工事内容 工事内容� 

⑩ 
保険加入の 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

有無� {加入〉 未加入適用 除 外 �  (加入未加入適用除外 |⑦日入〉 未加入適用除外
健康保険 区分 営業所の名称 健 康 保 険 厚生年金保険 雇 用 保 険
等の加入

事業所 。ム健康保険組合� xx- ，く X X
状況 元請契約 八足掛|陸設側�  .xxxx-.xxMxx-xxx 

整理記号等�  
xx xxxx xxxxx 

下請契約 八重刊建設、関東支自 同上 阿仁 |百j上

(記入要領) 1 この様式は元請が作成し、一次下請負業者を通じて報告される再下請負通知書(様式第� l号 甲)を添付すること
により、一次下請負業者別の施工体制台帳として利用する。� 

2 上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載がある場合は、その写しを添付することにより記載
を省略することができる。� 

3 監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかにO印を付けること。� 
4 専門技術者には、土木-建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主

任技術者を記載する。
(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。) 

5 監理技術者及び専門技術者について次のものを添付すること。
①資格を証するものの写し ②自社従業員である証明笹3類の写し(従業員証、健康保険証など)

施工に必要な許可業種 許可番号 許可(更新)年月 日⑥ 
建設業の 大工 工事業 〈三 臣 〉 と19 L5第� 5000号 平成�  20年� 5月� 6 日大日峯 在定� 
言「 可

大 臣 特定
第 モTEコ工事業 年 月 日

知事 一般

現場代理人名 11' ，1る ゆl⑦ 安全衛生責任者名� rl' 烏 明� ⑩ 

意見申出方法

ー下&，IJ rl ~忍品川町有j)O
，)r~内ドよる

~昆J殺のとお③り
安全衛生推進者名 谷口六郎�  ⑪ 

※主任技術者名�  ♀ 人沢常男�  ③ 雇用管理責任者名 総務部長鈴木四日I~ ⑫

|資格内容 '1
山 主 総 �  iIH社検定j ⑨ 
l級建築l版rタ� !'l!U:L

※専門技術者名�  ⑬ 

資格内容�  ⑬ 
※登録基幹技能者�  

名-種類
⑮ 

担当工事内容�  ⑬ 

⑫ 保険加入の 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健康保険 有無� rn日Jわ 未加入適用除外�  r J) 未加入適用除外 問 日芯 )未加入 適用除外jJo
等の加入

営業所の名称 厚生年金保険 雇用保険健康保険
事業所状況 <x-xxxx。ム;郎長保険組合� 

)(X (X X - X ~ X X く >.- x ，( λ!整理記号等 人IIJ建設(附 xxxxxxx xxxx 

6 	健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、
行っていない場合(適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む)は「未加入」を、従業員
規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」をOで閤む。事業所整理記号等の営業所の名称欄には、この様式左
側の営業所の名称欄には元詰契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称を、右側の一次下請負人に関する事項は
請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号(健康保険組合にあっては組合名)を、一括
適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の主主理記号及び事業所番号を、厚生年金保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号
を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本屈の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄には、労働保険番号を、継続事業の
一括の認可に係る営業所の場合は、本庖の労働保険番号をそれぞ、れ記載する。
なお、この様式左側について、元詰契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「向上」と記載する。 右側の一次
下請負人に関する事項については、請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請負契約を行う場合には欄を追加して記載する。

※[主任技術者、専門技術者、登録基幹技能者の記入要領] 

l 	主任技術者の配属状況について[専任-非専任]のいずれかにO印を付すこと。� 
2 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な王任技術者を記

載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)
複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。� 

3 登録基幹技能者が複数いる場合は、適宜欄を設けて全員を記載する。� 
4 主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記l践する。)
①経験年数による場合 ②資格等による場合

1)大学卒[指定学科] 3年以上の実務経験� 1)建設業法 「技術検定」� 
(短大・高専卒業者を含む。) 2)建築士、法 「建築士試験」� 

2)高校卒[指定学科] 5年以上の実務経験� 3)技術士法「技1f<f-J::試験」� 
3)その他 10年以上の実務経験� 4)電気工事士、法「電気工事士試験」� 

5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」� 
6)消防法「消防設備士試験」
7)職業能力開発促進法「技能検定」
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施工体制台帳(全建統一様式第� 3号)� 
1号(左)3長全建統一様式第11{施工体制台

※発注者と工事請負契約を締結した会干上が白らの会Hに刈して必要事項を記'，!iY.--:t"-1，;:" 

?
aj

 
工事請負契約を締結した会社名を記載する O

r

qH

j

J

請負契約(工事)を担当する作業所名を記載する。り

ん

「、
一

請負会社が取得している建設業法第� 3条に定める許可業種及び許可番号並びに許可年月日を記載する。
冗前会社名・建設業gi~ilJ 

(許可期間 5年)

許可業種は、請け負った建設工事にかかる建設業の種類に関わることなく、特定建設業の許可か一般建設業の許可かの別を明示して記載する。

この際、規則別記様式第� l号記載要領� 6の表の( )内に示された略号を用いて記載して差し支えない。 

せ) 工事請負契約を締結した工事名称と工事内容を記載する。

工事内容は工種、数量等を記載する。
て事名，祢・発注者，工期

【別
]
酌

工事請負契約書に記載されている発注者の名称並びに住所を記載する。

工事請負契約書 に記載されている工期並びに契約日を記載する。

(1) 元請契約については士事請負契約書に記載されている会社名及び住所を転記し下請契約については下請負契約を締結した支庖又は営業所の名称
)G説明約・下前契約

及び住所を記載する。なお、下請負契約が元詰契約と同じ場所の場合は「同上」と記載してもよい。� 

-

匡
一
�
 

⑤

千
�
 

l~ 発注者より通知された監督員名を記載する。(建設業法第19条の� 2第� 2項)

(9 発注者の監督員の権限は、工事請負契約持の記載条文番号を、 意見申出方法については、工事請負契約書に記載されている方法を記載する。

例)発注者の監督員 (古出)の行為について、請負人(八町山|建設)が発注者� (千代田商事)に対する意見
Jt ifj ~f!tI (i) 監督員とは、請負契約の的確な履行を担保するため、注文者の代理人として、設計図書に従って工事が施工されているか否かを監督するもの

工事請負契約書

• 八重洲建設(槻	 で、材料調合、見本検査等にも立ち会うのが例とされる。

これは建設工事は、性質上工事完成後に施工上の暇抗を発見することは困難で、あり、また仮に暇庇を発見することができても、それを修復する

には相当の費用を要する場合が多く、施工の段階で逐次監督することが合理的であることによる。

その権限が現場代理人に委任されている場合は、「現場代理人名」を記載する O

-・

監
督
員 吉

田

権 限

審 • 
下請負契約書に記述がない場合は、一般的に下請負契約を締結した元請の工事部長名等を記載する。

意見 (文書) 
建設業法第19条の� 2第 2項

心j 元請負業者が下請負業者と締結した下請負契約書における監督員の権限と意見の申出の方法を記載する。
-ー 

(	 一般的には発注者の監督員と同様で、あるが、契約条項については異なるので注意すること。11 

巨亘 例)元詰(八重洲建設)の監督員(上田)の行為について、下請負人(一次大山建設)が注文者(八重洲建設)に対する意見

¥重洲建設側関東支庖 
[ -n重

。~ 工事請負契約書に規定する現場代理人名を転記する。建設業法第四条の� 2第� I項

-(7i: Di 現場代理人の権限については、工事請負契約書に規定される権限であり、発注者の意見の申出の方法については、工事請負契約書に規定されて
下請負契約書

大山建設側� いる「文書jと記載する。• 
-・

00  
00  
00  
00  
00  

例)請負人(八重洲建設)の現場代理人(夏J11)の行為について、発注者(千代田商事)が請負人(八重洲建設)に対する意見

建設業法第26条に規定する監理技術者名を記載し、第26条第� 3項により「公共性のある工作物に関する重要な工事で政令で定めるものについて

は「専任」の者でなければならない。

⑬ 専門技術者が担当する工事内容を記載する O

: 3i3ä~' 1 健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、行っていない場合
千代田商事側

巨豆
(適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む)は「未加入jを、従業員規模等により各保険の適用が除外

工事請負契約書 八重訓|建設附� 
される場合は「適用除外」をOで囲む。事業所整理記号等の営業所の名称、欄には、元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名

宮

現
場
代
理
人

匿と

権 限 •意見(文書)

‘ 

内温
阻


監理技術者に必要とされる 資格(建設業法第27条に定める技術検定等)を記載する。督
員上 請け負った工事に付帯する別の専門分野の工事を直接施工する場合に主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、その者の氏

田
名を記載する。建設業法第26条の� 2

専門分野における専門技術者が必要な資格を記載する。

-・

-・

権 R浪� 

意見 (文書) • 

• 
 称を、健康保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号(健康保険組合にあっては組合名)、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本居の整

理記号及び事業所香号を、厚生年金保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本屈の整理記号及

び事業所番号を、雇用保険欄には、労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本庖の労働保険番号をそれぞれ記載する。

なお、元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「向上」と記載する。

夏
川
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[施工体制台帳全建統一様式第 3号� (右)] 

※(元詰会社が下請契約を締結した一次下請会社に関して必要事項を記載するj

〈下請負人に関する事担》 江) 一次下請会社の会社名を記載する。� 

① 一次下請会社の会社の代表者名を記載する。

(争 一次下請会社の会社の住所及び電話番号を記載する。� 

④ 	 一次下請会社と締結した工事名称 ・工事内容を記載する。

一次下請会社が施工する主たる工種・工事内容を記載する� o 

e 一次下請会社との契約工期を記載する。

契約日は、下請契約締結日を記載する。

日
 
③ また、建設業許可を保一次下請会社が取得している許可業種のうち④の工事に必要となる許可業種及び許可番号並びに許可年月日を記載する� (正 O

有していない場合は、斜線で消すこと。ただし、無許可業者は、建設業法第� 3条ただし書 ・政令第� l条の� 2により� 500万円未満の工事 (建築一

500万円未満)しか施工できない。なお、 警備業に関しては、国土交通省発注工事については、一次下請となる警備会社の記載が求め

下請負契約書

• 	
られているものもある。その場合は「建設業の許可」を「警備業の許可」、「施工に必要な許可業種」を「施工に必要な認定書J、「許可番号Jを

「認定占番号」、「許可(更新)年月日」を「有効期間」と書き換え、それぞれの項目を記載する。

(7) 一次下請会社の当該施工を担当する現場責任者の氏名を記載する。

なお、警備業に関しては、「現場代理人名」を「現場責任者名」と書き換え、その氏名を記載する。� 
権限

@ 現場代理人の権限と意見申出方法を記述している下請負契約書の内容を転記する。

官


E=三百
大山建設側

式では1.

現
場
代
理
人
�
 

-・

‘・� 
意見(文書)

• 

例) 一次下請(大山建設)の現場代理人(中島)の行為について、注文者(八重洲建設)が請負人(大山建設)に対する意見� 

中
島

⑨ 	 建設業法第26条の規定により、一次下請会社の当該施工に必要となる資格を有する主任技術者の氏名及び資格を記載する。なお、公共性のある

重要な工事で元詰会社との契約額が2.500万円(建築一式工事では5.000万円)を超える場合は、「専任」とし常駐する必要がある O

また、警備業に関しては、現場責任者に関する交通誘導瞥備等級の資格を記載する。� 

⑮ 	 労働安全衛生法第16条に定められた、一次下請会社の安全衛生管理を担当する安全衛生責任者を選任しその氏名を記載する。当該現場におい

て、元請会社の統括安全責任者との連絡調整等を行う業務を担当する。資格については、定めがないが、現場に常時従事する現場代理人・主任

技術者又は職長等から選任する必要がある O 

!J} 労働安全衛生法第12条の� 2に定められた、一次下請会社の安全衛生管理を担当する安全衛生推進者の氏名を記載する。

当該現場に常時雇用する従業員が10人以上49人以下の場合で、かつ当該現場に自らの現場事務所があり、そこで安全衛生管理が一体として行わ

れている場合に有資格者の中から選任する必要がある。該当しない場合は直近上位の営業所・支庖等の安全衛生推進者の氏名を� ( )書きで記

載する O 

⑬ 	 建設労働者雇用改善法第� 5条に定め られた、建設労働者を雇用する一次下請会社の雇用管理責任者の氏名を記載する。

雇用管理責任者に関する資格については定めがないが、 雇用する建設労働者が� 1名でもいれば選任する必要がある。� 

⑬	 ①の工事に付帯する別の専門工事(例 大工工事のみの許可を受けている一次下請会社が、付帯する足場組立を行う場合)を直接施工する場合

に主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、その者の氏名を記載する。� 

⑪	 専門技術者の資格内容は、⑦の資格内容と同じ。� 

⑮ 	 専門技術者が担当する工事内容を記載する。⑬の例でいえば、足場組立工事となる� 0 

i].	 電気工事)を記載するl 登録基幹技能者の氏名及び種類(例 O 

⑪ 	 健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入Jを、行っていない場合

(適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む)は「未加入」を、従業員規模等により各保険の適用が除外

される場合は「適用除外」をOで聞む。事業所整理記号等の営業所の名称欄には、請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整

理記号及ぴ事業所番号(健康保険組合にあっては組合名)を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の整理記号及び事業所番号を、厚生

年金保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄に

は、労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本庖の労働保険番号をそれぞれ記載する。

なお、請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、欄をそれぞれ追加する。� 
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|全建統一様式第� l号一乙|

平成� 23年 お 月� 9 日

下請負業者編成表
(一次下請負業者=作成下請負業者)

型
メzιz 社 名 人山建設株式会社

安全衛生責任者 サ1 ，1ゐ 明

枠
主任技術者 大?N常男

専門 技 術 者

工
|担当工事内容

事 登録基幹技能者

工期| 四年 7 月 10 日 ~ H25iF 1虫時

(二次下請負業者)� (二次下請負業者)� (二次下請負業者)

ぷ4!<、

1.¥1 
社 名 附� 111m工務的 ぷヱ〉コ、z 社 名 ぷヱ〉コ、z 社 名� 

安全衛生責任者 問 応 能 児 安全衛生資任者 安全衛生責任者

t't'= 
主任 技術者�  PlI烏健氾 主任技 術者 主任技術者

専門技術者 専門技 術者 専 門技 術者

工

事一
担当工事内容�  

工
事 担当工事内容

工
事

担当工事内容

工期� 1123年 7 月 20 日 ~ m4年12月 25 日 工期 年月 日~ 年月 日 工期 年月 日~ 年 月 日

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・，.......................................................，. 


(三次下請負業者) (三次下請負業者) (三次下請負業者)

.... 

~ 
ぷ2弐〉、 社 名

安全衛生責任者� 

批判山下組

111 下良�  'J
ぷZ2〉Z、 社 名

安全衛生責任者

ぷf?、 キ士 名

安全衛生責任者

主 任技 術者 山下良!刀 主任技術者 主 任 技 術 者

工
事

専門技術者

担当工事内容� 
工

事

専門技術者

担当工事内容
工
事

専門技術者

担当工事内容

工期 I1Z1年8月初日~円以年l[)月� 5日 工期 年月 日~ 年月 日 工期 年月 日~ 年月 日

・ ，・・..，・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・，...........................・・・・・・・・.....................
 

(四次下請負業者)� (四次下請負業者)� (四次下請負業者)� 

~コz 社 名 ぷZコ~、 ネ士 名 ぷ4!<、 社 名

安全衛生資任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主任技術者 主任 技術者 主任 技術者

工
事

専門 技術者

担当工事内 容

工期 年月 日 ~ 年月 日

専 門技術者

工
担当 工事内容事

工期 年月 日~ 年月 日

専門技術者

工
担当工 事内容

事

工期 年月 日~ 年月 日� 

(記入要領)� 1 一次下請負業者は、 二次下請負業者以下の業者から提出さ れた 「届出瞥J(様式第� l号ー甲)に基づいて本表を作成の上、元詰

に届け出ること。
 

2 この下請負業者編成表でまとめきれない場合には、本様式をコピーするなどして適宜使用すること。
 

3 二次下請負業者を使用しない場合は、この書類は提出不要。
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|全建統一様式第 l号 甲 l 次下請負業者) (て次下請負業者)

平成� 23 年� 8月� 9 日 《 再 下 請 負 関係》再下請負業者及び再下請負契約関係について次の通り報告いたします。

再下請負通知書(変更届)
会社名�  ① (附山田 工 務� J百 代表者名�  ②� Ilr 1 二11 郎

〒101-XXxX所イ主

一 -3 O~41 xxxx{) (TEL③χ3問I fKtIIl士ftl千・15官~ü!~電話番号� 

千代日� li商事Aの内ピル新築工事に係る� ④工及事名称

n~~札口J~のうち基礎型枠工事工事内容�  

p自
工

期。
び

平成� 23年� 7月� 20日
契約日�  ⑤ 平成� 23年� 7月� 15日

ヒ /平成� 21年� 12月� 25日ニ民=

直近上位の [報告下請負業者] ④ 
注文者名 八百j~iHI住設株式会H ① 

干101-x x x x 
現場代理人名

殿住 所 i rH北 5 -i -x x芝R港l東京行郎二1)1②夏(所長名)
でEL 0:3-555-xxxx 

l -
元請名称

③ 
八重洲建設株式会社

FAX l3 555-xxxx 

会社名 大 山建設株式会社

《自社に関する事項》 代表者名�  火 山 一 郎� @ 
工事名 称

及 び
工事内容

千代山商事丸の内ピル新築士事

に係る型枠工 事
⑤ 

工 期(⑤自 言JZ成� 23年� 7 月� 10日

ニ=民ヒ� .i l~成 25 年 1 月 20 日
注文者と

の契約日
平成� 23年� 7月� 7 日

施工に必要な許可業種 許可(更新)年月日許可 番号⑥ 
建設業の 大工 工事業 16第� 2351号 平成� 21年� 10月� 15日占星品
許 可

大臣 特定
第 すEコ工事業 年 月 日

知事 一般

現場代理人名�  ⑦� nfj 島健児

|権附 ぷ
りf(j行問 隊第C枕震のとおり

文..1
n

意見申出方 -よる官間島陸児 
※主任技術者�  d。
地殻Jl!i:td技術倹定一 I ~は

|資格内 容 10年以上の実務経験等

安全衛生責任者名� ⑩ |百l島健児

安全衛生推進者名� ⑪ 力fI )龍平日犬

雇用管理責任者名� ⑫ 総務部長官木正見

※専門技術者名�  ⑬ 

資格 内 容� ⑭ 

⑮担当工事内容� 

施工に必要な許可業種 許可 番号 許可(更新)年月日

建設業の 大工 工事業 15第� 5000号 平成� 20年� 5月� 6 日も言品� 
可
 

大 臣 特定 

第 すEコ工事業 年 月 日⑦ 

知事 一般

監 督 員 名� ③ 中島 明

|権附 ぷ
Þ : 下前倒~i :i ?~O条間


意見申出方 
  文31よる

現場代理人名�  ⑩ 中島 明

降:間負契約自始。条記載のとおり

|権附  dic世によと，
意見申出方

※主任技術者 伺� b害 大沢常 児

|資格内 桶 惨ぞの他� 10年目、� tの実務経験

安 全 衛 生責任者名�  ⑬ 中島 明� 

安全衛生推進者名� ⑭ 谷口六郎

雇用管理責任者名�  ⑮ 総務部長鈴木四郎

※専門技術者名�  ⑩ 

資格内容�  ⑮ 

担当工事内容�  ⑫ 

事者

言午

※登録基幹技能者

名-種類�  ⑮ 

⑫ 保険加入の 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健康保険 有無� d担!)未加入適用除外�  @ρ未加入適用除外 段 目玉〉 未加入 適用除外

等の加入
営業所の名称 厚生年金保険 雇用保険健康保険

事業所状況 xx.-xxxx06健康保険組FT 
~ x 苛 Y.x-x 正 xx バ Y -XXx整理記号等 (附山田工$i厄� -xxxxxxx-xxxx 

記号等の営業所の名称欄には、5育負契約に係る営業所の名称を、健康保険補lには、事業所控理記号及び事業所番号� (健康保険組
合にあっては組合名)を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の盤理記号及び事業所番号を、厚生年金保険欄には、事!?22技問⑬� 業所整理記号及び事業所番号を、 一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄には、
労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本庖の労働保険番号をそれぞれ記載する。

⑬ 
健康保険

保険加入の

有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

樋� }) 未加入適用除外 @ 亙〉 未加入適用除外 @よ〉未加入適用除外

等の加入
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇 用 保 険

状況 事業所

整理記号等�  大山建設株式会社
06彼氏保険組合� 
xxーxxxx 

xx xxxx 
-xxxxx x-.恥� XX:o，-x1.:(1(x xxx 

なお、この様式左伺11について、直近上位の注文者との請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請負業者との請負契約を行う場
合には欄をそれぞれ追加する。� 

※� [主任技術者、専門技術者、登録基幹技能者の記入要領] 

l 主任技術者の配属状況について[専任 ・非専任]のいずれかにO印を付すこと。� 
2 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその下手に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記

載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)
(記入要領) 1 報告下請負業者は直近上位の注文者に提出すること。� 

複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。� 
登録基幹技能者が複数いる場合は、適宜欄を設けて全員を記載する。

2 再下請負契約がある場合は、� f再下請負契約関係〉欄(当用紙の右部分)を記入するとともに、次の契約書類� (金
3

額記載)の写しを全ての階層について提出する。なお、再下請が複数ある場合は、� {再下請負契約関係〉欄をコ
4 主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記入する。)

ピーして使用する。
①経験年数による場合 ②資格等による場合

①請負契約曹、〈注文容 ・請書等〉②請負契約約款� 
1)大学卒[指定学科]� 3年以上の実務経験� 1)建設業法「技術検定」

(短大 -高専卒業者を含む。� 2)建築士法 「建築士試験J
3 一次下請負業者は、二次下請負業者以下の業者から提出された瞥類とともに様式第l号ー乙に準じ下請負業者編成

表を作成の上、元請に届け出ること。� 
2)高校卒[指定学科]� 5年以上の実務経験� 3)技術士法「技術士試験」� 
3)その他 10年以上の実務経験� 4)電気工事士法� f包気工事士試験」

4 
5 

この届出事項に変更があった場合は直ちに再提出すること。� 
健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は

5)屯気事業法 「電気主任技術者国家試験等」� 
6)消防法「消防設備士試験J
7)職業能力開発促進法 「技能検定」� 
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「加入」を、行っていない場合(適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含
む)は「未加入」を、従業員規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」をOで閤む。 事業所整理� 



再下請負通知書(全建統一様式第� l号-甲)
※この様式は、報南下請負業者がそれぞれの立場ーで作成し、直近上位業者に報侍をすることにより最終的には全ての報� i1j，が元請負染者に報告されるもの 俳lr
[再下請負関係全建統一様式第� l号一甲(左)1 

直近上位の注文者� 直近上位の会社名を記載する。� 1)I(
(自社が一次であれば元請負業者を、自社が二次であれば一次請負業者を) |J 直近上位の契約者の現場代理人名を記載する。

元詰名称 ③ 施工体制台11虚作成建設工事の通知により「元請負業者名jを記載する O 

報告� F請負業者 @ 自社の住所、会社名及び代表者名を記載する。

(自社は報告下請負業者となり、再下請負通知書を作成する。) 

白祉に|関する事項>� I(お 元請負工事名称に 『に係る』を付して自社が施工する工事内容(工種・数量)を記載する。

(上位の注文者と下請契約を締結した下請負人が自らの会社に関して必要事項を記� |⑤ 下請負契約に係る工事内容に必要な工事工期を記載する。契約日は下請契約締結日を記載する O

載する。� 自社が取得している許可業種のうち⑤の工事に必要な許可業種及ぴ許可番号並びに許可年月日を記載する。また、建設業許可を保有していない

場合は、斜線で消すこと O ただし、無許可業者は建設業法第� 3条ただし書き・政令第� l条の� 2により、� 500万円未満の工事(建築一式では1，500

万円未満)しか施工できない。

E 霊亙
間山大 噛 

⑨ 


再下請負契約書

H
H• 


一請
一
務 

-下
一
工

一次
一
回

一
二
山 

6
1
1
伯
判ω閃 

-
』

庖

なお、 警備業に関しては、国土交通省発注工事については、一次下請となる警備会社の記載が求められているものもある。その場合は「建設業

の許司� Jを「警備業の許可j、「施工に必要な許可業種」を「施工に必要な認定書I、「許可番号Iを「認定書番号J、「許可(変更)年月日」を

「有効期間」と書き換え、それぞれの項目を記載する。� 

@ 	 監督員とは、請負契約の的確な履行を担保するため、注文者の代理人として、設計図書に従って工事が施工されているか否かを監督するもの-・ 

-・ 

で、材料調合、見本検査等にも立ち会うのが例とされる。これは建設工事は、性質上工事完成後に施工上の暇庇を発見することは困難であり、

また仮に暇庇を発見することができても、それを修復するには相当の費用を要する場合が多く、施工の段階で逐次監督することが合理的で、ある

ことによる。その権限が現場代理人に委任されている場合は「現場代理人名Jを記載する。� 

① 	 下請負業者が再下請負業者と締結した再下請負契約書における監督買の権限及び監督員の行為についての再下請負業者が下請負業者に対する意

見の申出の方法を記載する。

例)一次下請大山建設の監督員(中島)の行為について、二次下請山田工務庖の注文者大山建設に対する意見• 
‘ 	 ⑮ 下請負工事を請け負った会社の当該施工部分を担当する現場責任者の氏名を記載する� なお、警備業に関しては、「現場代理人名」を「現場責O52宮

権限

意見(文書)

任者名jと書 き換え、その氏名を記載する。� 

⑪ 	 下請負業者が直近上位の注文者と締結した下請負契約書における現場代理人の権限及び現場代理人の行為についての注文者が下請負業者に対す

る意見の申出の方法を記載する� 

例)一次下請大山建設の代理人(中島)の行為について、直近上位の注文者八重洲建設の請負人大山建設に対する意見。	
O

主任技術者は建設業法第26条の規定により、分担している施工部分に係る必要な資格を有する技術者名及び資格を記載する。なお、公共性のあ

る重要な工事で元請会社との契約額が2，500万円(建築一式工事の場合は5，000万円)以上の場合は「専任jとし常駐する必要がある。また、警

備業に関しては、現場責任者に関する交通誘導著書備等級の資格を記載する。U 
(J3) 労働安全衛生法第16条に定められた、下請会社の安全衛生管理を担当する安全衛生責任者を選任し、その氏名を記載する。当該現場において、

下請負契約書� (jc-nl'll 元請会社の統括安全責任者との連絡調整等を行う業務を担当する。資格については定めがないが、現場に常時従事する現場代理人・主任技術者I-
大山建設附 又は職長等から選任する必要がある。• ⑬ 労働安全衛生法第12条の� 2に定められた、下請会社の安全衛生管理を担当する安全衛生推進者の氏名を記載する。当該現場に常時雇用する従業

員が10人以上49人以下の場合で、かつ当該現場に自らの現場事務所があり、そこで安全衛生管理が一体として行われている場合に有資格者の中

から選任する必要がある。該当しない場合は、直近上位の営業所・支庖等の安全衛生推進者の氏名を� ( )書きで記載する。

⑮ 	 建設労働者雇用改善法第� 5条に定められた、建設労働者を雇用する一次下請会社の雇用管理責任者の氏名を記載する。雇用管理責任者に関する

資格については定めがないが、雇用する建設労働者が� 1名でもいれば選任する必要がある。

:g; ⑤の工事に付帯する別の専門工事(例 大工工事のみの許可を受けている下請会社が、付帯する足場組立を行う場合)を直接施工する場合に主

任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、その者の氏名を記載する。専門技術者の資格内容は、⑫の資格内容と同じ。権限 	 現� 
⑪ 	 専門技術者が担当する工事内容を記載する。⑮の例でいえば、足場組立工事となる。

意見(文書) q動	 登録基幹技能者の氏名及び種類(例 電気工事)を記載する。

(~島	 健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、行っていない場合駅中
島

‘・� 

-ー (適用を受ける営業所が複数あり、その うち一部について行っていない場合を含む)は「未加入」を、従業員規模等により各保険の適用が除外

される場合は「適用除外」をOで囲む。事業所整理記号等の営業所の名称欄には、請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整

理記号及び事業所番号(健康保険組合にあっては組合名)を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の整理記号及び事業所香号を、厚生

年金保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄に

は、労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本屈の労働保険番号をそれぞれ記載する。

なお、直近上位の注文者との請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請負業者との請負契約を行う場合には欄をそれぞれ追加する。� 
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[再下請負関係全建統一様式第 I号一甲(右)] 

《再下請負関係〉 任、再下請会社の会社名を記載する。� 

(自社[報告下請負業者]が再下請契約を締結した下請会社に関して必要事項を記 ② 再下請会社の会社の代表者名を記載する。� 

載する。)� d 再� F請会社の会社の住所及び電話番号を記載する。� 

([，再下請会社と締結した工事名称・工事内容を記載する。� 

L 再下請会社との契約工期を記載する。契約日は、再下請契約締結日を記載する。

再下請会社が取得している許可業種及び許可番号並びに許可年月日を記載する。許可業種は、保有する業種のうち④の工事に必要となる業種の(互

③ I-<J;，:T宣
大山建設附

み記載する O また、建設業許可を保有していない場合は、斜線で消すこと。ただ し、無許可業者は建設業法第� 3条ただし書き・政令第� l条の� 2

により、� 500万円未満の工事(建築一式では1，� 500万円未満)しか施工できない。� 

-・

-ー

⑦ 	 再下請会社の当該施工を担当する現場責任者の氏名を記載する。� 

⑥ 	 現場代理人の権限及び現場代理人の行為についての注文者が請負業者に対する意見の申出の方法を記述している再下請負契約書の内容を転記す

る。三次下請以降についても同様に直近上位業者との聞に交わされた契約世の内容を転記する。

例)再下請(山田工務庖)の現場代理人(間島)の行為について、注文者(大山建設)の請負人(山田工務庖)に対する意見� 

① 	 建設業法第26条の規定により、再下請負会社の当該施工に必要となる資格を有する主任技術者の氏名及び資格を記載する� なお、公共性のあるO

重要な工事で[報告下請負業者]との契約額が2，500万円(建築一式工事の場合は5.000万円)を超える場合は「専任」とし常駐する必要があ

る。� 

⑪ 	 労働安全衛生法第16条に定められた、再下請会社の安全衛生管理を担当する安全衛生責任者を選任しその氏名を記載する� 当該現場において、O

元詰会社の統括安全五任者との連絡調整等を行う業務を担当する。資格については定めがないが、現場に常時従事する現場代理人・主任技術者

再下請負契約書� f
l

一請
一
務

一下
一
工

一次一一
ニ一側山回

-
J
庖

権限 	 現場代理人� 
又は職長等から選任する必要がある。

‘ 
意見(文書)	 の 労働安全衛生法第12条の� 2に定められた、再下請会社の安全衛生管理を担当する安全衛生推進者の氏名を記載する� 当該現場に常時雇用する従O術

業員が10人以上49人以下の場合で、かつ当該現場に自らの現場事務所があり、そこで安全衛生管理が一体として行われている場合に有資格者の

中から選任する必要がある。該当しない場合は、直近上位の営業所・支庖等の安全衛生推進者の氏名を(� )書きで記載する。� 

⑫ 	 建設労働者雇用改善法第� 5条に定められた、建設労働者を雇用する再下請会社の雇用管理責任者の氏名を記載する。雇用管理責任者に関する資

格については定めがないが、雇用する建設労働者が� l名でもいれば選任する必要がある。� 

⑬ ④の工事に付帯する別の専門工事(例 大工工事のみの許可を受けている再下請会社が、付帯する足場組立を行う場合)を直接施工する場合に

主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、その者の氏名を記載する。� 

専門技術者の資格内容は、①の資格内容と同じ。� 

(毒	 専門技術者が担当する工事内容を記載する� ⑬の例でいえば、足場組立工事となる。O

⑩	 登録基幹技能者の氏名及び種類(例 電気工事)を記載する O 

⑪ 	 健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入jを、行っていない場合

(適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む)は「未加入」を、従業員規模等により各保険の適用が除外

される場合は「適用除外」をOで囲む。事業所整理記号等の営業所の名称欄には、請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整

理記号及び事業所番号(健康保険組合にあっては組合名)を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の整理記号及び事業所番号を、厚生

年金保険欄には、 事業所整理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本庖の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄に

は、労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本庖の労働保険番号をそれぞれ記載する。� 

{日

以
阻
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J
V

一
量
求

一

一4
ル

一一
l

一
市況

一
建
一ペ

一

-

一
第

一

一
式

一

A

一 

斗

一

一口す一 工事作業所災害防止協議会兼施工体系図
一
全
一

一一一 

発注 者名 千代山商事株式会社 自� '01&23年7月3日

工事名 称 丸の内ピル新築工事� 至 平成25年� 3月:il日
l

1!:r

工事内容| 創出H¥日:.tjr Il~ntτ事 (J血ド部分) 

JIII¥ll工務府 会 社 名 陶山下痢l大山建設\.~ね会社名 会 社 名� 

-
4干工川口工 事内容�  工 事内容�  

f，;、 ネ土 名

工事内容

安全衛生資任者

主任 技術者

専門技術者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年 月 日� 

l22入5 十土 名

工事内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年月 日

フじ 自青 名 八重洲佳設(附

監督 員名 上社| 正

監理技術者名 夏川二郎

専 門技術 者名

|担当工事内容

専門技術者名� 

l担当工事内容

型� |安全衛生責任者� rll ぬ� I~ J 叫� |安全衛生責任者� I ~ IJ 山陰兇 ~ I 安全衛生賛任者 | 山 ドl'!句

下1'!句� 11，山健児日11 I主任技術者凶 枠 | 

専 門 技 術 者 専門技術者 専門技術者

工 11 工 11主11担当工事内容 事 II担当工事内容 事 II担当工事内容
ト一一L十

戸 一→枠 |主任技術者| 大沢 合 問 凶 枠� |主任技術者

工期 IH~31f- 7月仲 2.1年7月以)日-H25年目月25日-)ト工期|

元方安全衛生管理者�  |
会 社名 メZ23N ネ土 名 ぷZ3〉Z、 社 名Z 

秋 品五郎�  | 

8月却日~間 年 l月20日 工期| 問� 閉 山 日

rh工 事内容 工事 内 廿� 工事 内� 

長

二 郎

中島 明

ぷL 
:A冨Ij 長

書� 

ー・・4・ーーーーーーー 安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

年月日~ 年月日

パ~ ネ土 名

工 事 内容

安全衛生責任者

主任技術者

専 門 技 術 者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年月 日

メ~ミ 社 名

工事 内� 4廿T・

安全衛生責任者

主任技術者

専 門 技 術 者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年月 日

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専門技術者

工
事

年 月 日~ 年月 日

n廿-

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

年月 日~ 年月 日

A、
ヱミ

5己

佐藤
工

担当工事内容 担当工事内容 事 担当工事内容

大111建設仰

ぷf;;、 ネ土 名

工事 内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年月 日

ぷヱミと、 社 名

工事 内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門 技術者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年月 日� 

正JO入Z 社 名

工事内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工
事 担当工事内容

工期 年月 日~ 年月 日

会 ネ土 名

工 事内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術 者

工
事 担当工事内容

工期 年 月 日~ 年月 日

三f;;、 ネ土 名

n』工 事 内� 仕


安全衛生責任者 


主 任 技 術 者 


専門技術者 


工
担当工事内容事ー

工期 年 月 日~ 年月 日� 

来施仁体系聞を作成して事業所内の見やすい場所1:掲げる ぜ

※再� F枯れj亜JJ'官、� l'請負染者編成表等を参考にして記入� L、契約の流

れを実線で表示オる

※将 11同会社に|泊しては、国土交通省発注工事については、 j{fi号又は ~I

称、現J易責任者名及び工期を記入するe

※この書類は、下請負業者編成表に基づき、元請業者が作成する。

工
事

JZhEt ネ土 名

工 事 内 容


安全衛生訳任者


主任技術者 


専門技術者 


担当工事内容 


工期 年月 日~ 年月 日
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--- ---------

参考様式第� 1号 施工体制台帳(工事担当技術者) 官庁工事においては 平成13年� 3月30日付 国ヨ企第� 3号

により作成し着用する ことが義務づけられた。
丸の内ピjレ%)1器工事 工事担当技術者

メト� t.. ぷ〉、� t.. ぷ〉、� 名社-:z:s;名社-:z:s;H附山ドキ{名社-:z:s;(仰山田工訪問名ネ土� -:z:s;仰l火山建設名社:z=;;附l陪設l八重村元請会社名

l監理技術者 4ιd JlI !l~ 主任技術者� 大 'l 見� 主任技術者 J誌 W. 主任技術者� ILr 
• 

良� 主任技術者 主任技術者、健問it 

生年月日 S411f5月2611 S 35i 3月l5H 

選任区分 選任区分 ⑪ 非専任 選任区分�  専任 ~~ID 選 任 区 分 �  専任・非専任 選任区分 専任・非専任

f:生 年月日�  生年月日 生年月 日� 生 年月日 生年月日

i[写真貼付欄] [写真貼付欄]: 

A 

|詰抑止500万円未向専問凡
(ただし、建築一式工事の場合は5，000万円未満)添付する写真は、

縦� 3CIll 
t.. A、 t.. ぷ〉、横� 2.5口l

程度の大きさとし、顔が判明
名社-:z:s;名ネ土:z=;;名ネ土� ヨズ名社-:z:s; 

主任技術者 主任技術者 主任技術者 主任技術者
できるものとする。

生年月日�  生年月日 生年月日 生年月日

-者本様式は、2部作成し、� 1部保管� 
選任区分�  専任・非専任 選任区分 専任・非専任 選 任 区 分 専任・非専任� 選 任 区 分 専任・非専任

し、 1:部提出する

ただし、カラーコピーもしくはデ

ジタルカメラ写真を印刷したもの

を提出してもよい。 写真貼付欄]; [写真貼付欄] 1 [写真貼付欄]! 写真貼付欄]

参考様式第� 2号 施工体制台帳

(監理� (主任)技術者用名札) 

(注釈) 官庁工事においては、 平成13年3月30日

付、 固コ企第� 3号により作成し藷用する

---------------------・園、ーーー，

会社名

主任技術者

生年月日

選任区分 専任 ・非専任

写真貼付欄]I 

会社名

主任技術者

生 年 月 日

選 任 区 分 専任・非専任

ーーーーー・-----

[写真貼付欄]

..・---------------・----------

会社名

主任技術者

生年月日

選任区分 専任・非専任� 

............._-_...・...-------.

[写真貼付欄]

ー..司 4・..ー----------・・...・・.a .

ぷ〉、� 会社名 | ぷL 
-:z:s; ネ土 名 -:z:s; ネ士 名ことが義務づけられた。

員背負者は、監理技術者、主任技術者(下請負 を

含む。)及び元請負の専門技術者(専任 している場 主任技術者 主任技術者 主任技術者

合にのみ)に、工事現場内において、工事名、工

期、 顔写真、 所属会社名及び社印の入った名札を 生年月日 生年月日 生年月日

治用させるものとする。
選任区分 専任・非専任 選任区分 専任・非専任 選 任 区 分 専任・非専任

監理� (主任)技術者
氏 名 夜)11一郎

工事名 丸の内ピル新$ 工事

工 期 自�  23年7月3日

至� 25年� 1月:日n

会社 八釦 比設悼式会紅 困
[写真貼付欄]i 写真貼付欄]i i[写真貼付欄]

注1)用紙の大きさは名刺サイズ以上とする。

注2)所属会社の社印とする。

4 ---・-・.----.・・ ---
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〔解説〕� 

1 .施工体制台l阪の整備など

建設工事は、元請から専門工事業まで、下請、孫請などによる分業体制で施工されていきます。こうし

た分業体制の下で適正かつ効率的な施工を確保するためには、元請業者が工事現場ごとに、下請、孫請な

どその工事にかかわるすべての業者の状況、その技術者の設置などの施工体制を的確に把握していること

が前提です。

元請業者が施工体制を十分把握していないと、工事が円滑に進まず、品質、工程、安全など施工上のト

ラブルが発生しやすくなったり、不良不適格業者の参入、一括下請負、安易な重層下請などにより、生産

効率の低下や手抜き工事などが生じたりします。

このため、平成� 3年� 2月の建設省通知で、施工体制台帳の整備が指導されていましたが、平成� 6年の法

改正で、さらに次のとおり建設業法上の義務とされました。� 

( 1 ) 施工体制台帳

特定建設業者が、発注者から直接請け負う元請となって、� 3，000万円(建築一式工事の場合は、� 4，500 

万円)以上を下請に出すときには、下請、孫請などその工事にかかわる全ての業者名、それぞれの工事

の内容、工期などを書いた施工体制台帳を作成し、工事現場ごとに備え置かなければならないほか、下

請に対して(2)の再下請負通知を しなくてはならない旨を通知し、かつ、工事現場の見やすいところに、

元請である特定建設業者の名称と再下請通知書の提出先を掲示しなければなりません。

また、その特定建設業者は、発注者から請求があれば、工事現場ごとに備えた施工体制台帳を、発注

者に閲覧させなければなりません。

さらに、入札契約適正化法に規定する公共工事についてはその写しを、発注者に必ず提出しなければ

なりません。

これらに違反すると監督処分の対象になります。� 

(2) 再下請負通知

施工体制台帳が作成される工事を受けた下請業者が、さらにその工事を孫請業者に再下請したときに

は、その再下請の工事の内容、工期などを、もともとの受注者である特定建設業者に通知しなければな

りません。

また、孫請業者に対しては、元請である特定建設業者の名称、再下請負通知をしなければならない旨

及び再下請負通知書の提出先を通知しなければなりません。(以上第24条の� 7第� l項~第� 3項)

元請である特定建設業者は、再下請負通知書がきちんと提出されるよう、下請や孫請を指導すること

が必要です。

これらに違反すると監督処分の対象になります。� 

(3) 施工体系図

さらに、その特定建設業者は、施工体制台帳や下請業者からの再下請の通知をもとに、各下請の施工� 
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の分担関係を表示した施工体系図を作り、工事現場の見やすい場所(入札契約適正化法に規定する公共

工事については工事現場の工事関係者の見やすい場所及び公衆の見やすい場所)に掲示しておかなけれ

ばなりません。(第24条の 7第 4項)

これに違反すると監督処分の対象になります。 

2. 下請業者の指導、違反是正

建設工事には多数の下請、孫請業者が参加しますが、従来必ずしもそれら下請、孫請業者などの中に

は、法令の理解が十分でなく、様々な問題を生ずることもありました。

そこで、特定建設業者が発注者から直接請け負った元請の場合には、下詰業者などが建設業法、建築基

準法、労働基準法、労働安全衛生法などの法令に違反しないよう指導に努めなければならないこととされ

ています。特定建設業者は、その直接の下請業者だけでなく、孫請業者など建設工事全体の業者に対して

指導に努める責任があります。

その指導にもかかわらず、下請業者などがその法令に違反したときは、違反の是正を求めるよう努めな

ければなりません。

さらに、特定建設業者が違反是正を求めたにもかかわらず下請業者などが違反を是正しない場合には、

国土交通大臣(地方整備局長等)又は都道府県知事(許可行政庁)、又は建設工事が行われている都道府

県の知事に通報しなければなりません。(以上第24条の 6) 

この通報を怠ると、監督処分の対象になります。 

3. 主任技術者、監理技術者の現場専任制度

公共性のある工作物の重要な工事については、主任技術者、監理技術者は、工事現場ごとに、専任でな

ければなりません。(第26条第 3項)

公共性のある工作物の重要な工事とは、次の工作物の工事で代金が建築5，000万円以上、その他2，500万

円以上のものです。

-園、地方公共団体発注の工作物

-鉄道、索道、道路、上下水道などの公共性のある施設

・電気事業用施設、ガス事業用施設

・学校、図書館、寺院、工場、病院、デパート、事務所、ホテル、共同住宅など公衆又は多数の者が

利用する施設

結局、個人住宅を除いて、ほとんどの工事が対象になります。

これに違反すると、監督処分、罰則の対象になります。

(2)の監理技術者を置かなければならない特定建設業者以外の建設業者は、元請であれ下請であれ全

て、建設工事を施工するときは、工事現場に主任技術者を置かなければなりません。(第 26条第 l項)

主任技術者に必要な資格・経験は、一般建設業の許可のため営業所に置かなければならない技術者と

主任技術者) (1 
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同じで、具体的には、次のような資格・経験です。� 

① 	 当該建設工事の種類、に応じた関連学科の高校卒業後 5年以上の実務経験者、関連学科の大学卒業

後� 3年以上の実務経験者� 

② 当該建設工事の種類に応じた10年以上の実務経験者� 

③ 	 それらと同等以上の知識、技術、技能がある者(当該建設工事の種類に応じた一定の資格取得者

など)� 

(例) 土木一式工事・・・� l、� 2級土木施工管理技士、 技術士など

建築一式工事...1、� 2級建築施工管理技士、� l、� 2級建築士

国家資格
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建築士の試験� 技術士試験 電気工事士
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⑤ 	 ⑥ ⑦ 
電気主任技術者 消防設備士 技能検定の� 

試験の合格者国家試験等の

試験の合格者� 
1、2級合格者

)需
 
経験による場合の実務経験� 

② 

高等専門学校

指定学科事業後� 

3年以上� 

③ 

大学卒業後� 

3年以上� 

@ 

左記以外の

学歴10年以上

(2) 監理技術者� 

発注者から直接請け負った特定建設業者は、元請として一定額� (3，000万円、建築では4，500万円)以

上の工事を下請させる場合には、工事現場に監理技術者を置かなければなりません。(第26条第� 2項)

監理技術者に必要な資格 ・経験は、特定建設業の許可のため営業所に置かなければならない技術者と

同じで、具体的には、次のような資格・経験です。� 

① 	 当該建設工事の種類に応じた高度な技術検定合格者、免許取得者(=1級の技術検定合格者、技

術士、� 1級建築士)

(例) 土木一式工事一]級土木施工管理技士、技術士など

円
ノ
ム】



建築一式工事・・・� l級建築施工管理技士、� l級建築士� 

② 	 主任技術者の要件①、①又は③に該当 し、かつ、当該建設工事の種類に応じて元請として� 4.500 

万円以上の工事を� 2年以上指導監督した実務経験者� 

③ 	 それらと 同等以上の能力がある者

ただし、その特定建設業が指定建設業(土木工事業、建築工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装

工事業、電気工事業、造園工事業)である場合には、①(1級の技術検定合格者、技術士、� l級建築

士)又は①と同等以上の能力がある者が監理技術者でなければなりません。� 

4.技術者と雇用関係

主任技術者又は監理技術者については、工事を請負った企業との直接的かっ恒常的な雇用関係が必要と

されています。したがって、以下のような技術者の配置は認められないことになっています。� 

① 	 直接的な雇用関係を有していない場合


(在籍出向者や派遣など)
 

② 	 恒常的な雇用関係を有していない場合


(一つの工事の期間のみの短期雇用)


特に園、地方公共団体等が発注する建設工事において、発注者から直接請負う建設業者の専任の監理技

術者等については、所属建設業者から入札の申込みのあった日(指名競争に付す場合であって、入札の申

込みを伴わないものにあっては入札の執行日、随意契約による場合であっては見積書の提出のあった日)

以前に� 3カ月以上の雇用関係にあることが必要です。

恒常的な雇用関係については、監理技術者資格者証の交付年月日若しくは変更履歴又は健康保険被保険

者証の交付年月日等により確認できることが必要です。

会社

ロ
目
白
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口
口
口

川

日
日
ロ
ロ
巴
口
口

日
日
口
口
田
口

口

直接的かっ

恒常的な雇用関係� 

5.専門技術者の配置

土木工事業や建築工事業の業者が、土木一式工事又は建築一式工事を施工する場合、これらの一式工事

の中に他の専門工事も含まれている場合(例えば、住宅の建築工事の中の、大工工事、屋根工事・内装仕

上工事、電気工事、管工事など)には、それぞれの専門工事について主任技術者の資格を持っている者

(専門技術者)を置いて、その技術管理をやらせなければなりません。 
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このため、土木、建築の一式工事を受注してその中で併せて専門工事も施工する建設業者は、� 

① 	 一式工事の主任技術者、監理技術者が、その専門工事についての主任技術者の資格も持っている場

合、その者が専門技術者を兼ねる、� 

② 	 一式工事の主任技術者、監理技術者とは別に、同じ会社の中で、他にその専門工事について主任技

術者の資格を持っている者を専門技術者として配置する、� 

① その専門工事について建設業の許可を受けている専門工事業者に下請する、

のいずれかを選ばなければなりません。

また、建設業者は、許可を受けた建設業の建設工事に付帯する他の建設工事をすることができますが、

その場合も、当該工事に関する専門技術者を置かなければなりませんo (以上第26条の� 2)

これらに違反すると、監督処分、罰則の対象になります。

一式工事業者に係る専門技術者	 付帯工事に係る専門技術者

一式工事業者(元請)

富� 

6.監理技術者資格者証� 

3. (2)によ り特定建設業者が専任の監理技術者を置かなければいけないもの(公共性のある工作物の重

h
噛


鮒
畑
町
一 

要な工事で、元請として一定額以上の工事を下請に出す工事)のうち、園、地方公共団体、公共法人など

が発注者となる公共工事については、その監理技術者は、監理技術者資格者証の交付を受けている者で

あって、国土交通大臣の登録を受けた講習を受講したものの中から選ばなければなりません。

そして、発注者から請求があれば、その監理技術者資格者証を提示しなければなりません。

(以上第26条第� 4項、第� 5項)

これは、園、地方公共団体などの公共工事は税金で賄われていることから、工事の適正な施工をより厳

密に確保する必要があり、資格・経験がある技術者の専任を強力に担保でき、さらにそれを発注者の求め

に応じて確認できるようにするためです。

従来これは、指定建設業� 5業種(当時)の公共工事に限っており、名称も指定建設業監理技術者資格者

証でしたが、平成� 6年の法改正で、指定建設業のみならず、� 28業種全部の公共工事に資格者証が必要とな

りました。

資格者証の有効期間は� 5年で、申請により更新できます。� 
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7.現場代理人

(注)

現場代理人は、請負人の代理人として請負契約の確実な履行を図るため、工事現場に常駐し、その運営

及び取締りを行います。

請負人は、請負契約の履行に関し工事現場に現場代理人を置く場合、現場代理人の権限や行為について

注文者の意見の申出方法を書面により通知しなければならない。(第四条の� 2) 

現場代理人は、契約に定めがある場合に設置するもので、工事現場の運営、取り締まりを行うほか、代

金の授受などを除いた請負契約に関する一切の権限を行使する人です。従って、現場代理人は必ずしも技

術系の職員でなくてもかまいません。また、主任・監理技術者と現場代理人は兼務することもできます。

現場代理人は、約款の定めにより現場常駐を求められることがあります。ほとんどの公共工事において

は、現場代理人は現場常駐が定められており、他の工事との兼任もできません。

請負人は、請負契約の履行に関し工事現場に現場代理人を置く場合においては、その現場代理人の権限

の内容等を、書面により注文者に通知しなければなりません。

また、注文者は、請負契約の履行に関し工事現場に監督員を置く場合は、その監督員の権限の内容等

を、書面により請負人に通知しなければなりません。

(注) 平成� 22年� 7月の公共工事標準請負契約約款の改正により、現場代理人の常駐義務を緩和する

旨の規定(標準約款第10条第� 3項)が追加されたことを受け、他の工事の現場代理人を兼ねる

ような例もありますが、平成23年11月14日付国土建第161号により「現場代理人の常駐義務緩

和に関する適切な運用について」が発出されているので参考にして下さい。� 

8.技術検定

建設業法は、建設施工技術の向上を図るため、各種目� 1、2級の技術検定制度を設けています。

(第27条)

これら技術検定の合格者と合格者を雇用している建設業者には、次のような特典があります。� 

① 	 l、2級合格者全て、次表の業種に応じて、一般建設業の営業所に置く専任の技術者、主任技術者

の資格を満たすものとして扱われます。� 

② 	 l級合格者は、特定建設業(特定建設業もそれ以外も)の営業所に置く専任の技術者、監理技術者

について、次表の業種に応じて、その資格を満たすものとして扱われます。� 

③ 	 元請としての指導監督実務経験ある� 2級合格者は、次表の業種に応じて特定建設業(指定建設業を

除く 。)の営業所に置く専任の技術者、監理技術者の資格を満たすものとして扱われます。� 

④ 合格者は、それぞれの資格に応じて、� l級土木施工管理技士など� 100技士」の称号が使えます。

⑤合格者を雇用している建設業者としても、経営事項審査において、	 l級合格者は� 5点、� 2級合格者

は2点としてカウン卜されます。

検定種目と試験実施機関、その合格者が資格を持てる業種は次のとおりです。

検 定種目 試験実施機関 合格者が資格を持てる業種

建設機械施工� l、2級 (社)日本建設機械化協会 土木工事業、とび・土工工事業

ほ装工事業

土木施工管理� l、2級※ (財)全国建設研修セ ンタ ー 土木工事業、とび・土工工事業� 
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石工事業、鋼構造物工事業

ほ装工事業、しゅんせつ工事業

塗装工事業、水道施設工事業

管工事施工管理� l、� 2級� (財)全国建設研修センター 管工事業

造園施工管理� l、2級 (財)全国建設研修センタ ー 造園工事業

建築施工管理� l、2級渓 (財)建設業振興基金 建築工事業、大工工事業、

左官工事業、とび・土工工事業

石工事業、屋根工事業

タイル ・れんが・ブロック工事業

鋼構造物工事業、鉄筋工事業

板金工事業、ガラス工事業

塗装工事業、防水工事業

内装仕上工事業、熱絶縁工事業

建具工事業� 

| 電気工事施工管理� l、2級 (財)建設業振興基金 電気工事業

※土木施工管理、建築施工管理の� 2級合格者は、検定種別によって

資格がとれる業穫が異なります。一一一一ーは指定建設業。� 

9.登録基幹技能者

建設の現場で物づくりに携わる技能者・技術者について、より質の高い社会資本を整備する上で優秀な

技能や技術を活かし、継承していくシステムづくりが望まれています。

特に、技能者には品質の確保のため、その能力向上に期待が寄せられています。

長年の経験と習熟した技能を発揮するだけでなく、� 

① 元請に対し最適な施工方法の提案� 

② 技能集団の取りまとめ� 

③ 他職種との作業調整� 

④ 施工の計画

登録基幹技能者は、優れて高い作業能力・作業知識・効率的な作業管理能力の保持者であり、この登録

基幹技能者を有する企業には、経営事項審査で加点の対象と認められます。

登録基幹技能者講習登録状況

.登録基幹技能者講習 登録状況 平成24年� l月末現在

No. 登録基幹技能者講習の種類 登録基幹技能者締習実施期間
登録年月日

(登録番号 )

基幹的な役割を担う

(実務経験を有する)

II般撲の種類� 

責録基幹� 

技能者数� 

1 登録電気工事基幹技能者� (一社)日本電設工業協会� 
H20. 5. 13 

(笠録番号� 1) 
電気工事業、 電気通信工事業� 6，012名

2 登録橋梁基幹技能者� (-11)日本橋梁建設協会� 
H20. 7.17 

(登録番号 2 ) 

鋼構造物工事業、� 

とび・土工工事業� 
392名

3 登録造園基幹技能者
(社)日本造図建設業協会 

(社)日本造肉組合連合会

H20.7.17 

(笠録番号 3) 
造園工事業� 2，706名

4 
登録コンクリート圧送基幹技� 

能者

(一社)全国コンクリート圧送事業団体連合� 
ぷZ〉ヨ、Z 

H20. 7.18 

(登録番号� 4) 
とび・土工工事業� 468名

5 登録防水基幹技能者 (社)全国防水工事業協会� 
H20. 8.19 

(登録番号 5 ) 
防水工事業� 703名



6 登録 トンネル基幹技能者� (一社)日本 トンネル専門工事業協会� 
H20. 9. 1 上木工事業、� 

365名
(登録需号� 6 ) とび土�  E工禦業� 

7 登録建設塗装基幹技能者 (一社)日本塗装工業会� 
H20. 9. 1 

主主技工明書長 2，087名
(笠録番 号7)� 

8 登録左官~~幹技能者 (一社)日本左官業組合連合会� 
H 20. 9. 1 

1.r.官仁事業 1，086名� 
(登録番号� 8) 

9 号ま!HI<機事t土工基幹技能者 (社)日本機械土工協会� 
H 20.9.17 土木工事業、� 

1，439名� 
(主主録番号� 9) とび・七工工事業� 

10 f会録海上起孟基幹技能者 (社)日本海上起重技術協会� 
H20. 9. 19 上木工事業、� 

601名
(笠録番号10) しゅんせつ工事業� 

H 20.9.30 
土木工事業、� 

11 主主録� PC基幹技能者 プレストレスト・コンクリート工事業協会
(1f:~量得号 11 )

とび・土工工事業、� 475名
鉄筋工事業� 

12 笠録鉄筋基幹技能者 (社)全国鉄筋工事業協会� 
H 20.9.30 

鉄筋工事業� 1，912名� 
(笈録番号12) 

13 登録圧接基幹技能者 会国圧接業共同組合連合会� 
H 20，9.30 

鉄筋工事業� 426名
(笠鍬番号13) 

14 登録型枠基幹技能者 (社)日本建設大工工事業協会� 
H 20，9.30 

大工工事業 1.907名
(笠録番号14) 

(一社)日本空調衛生工事業協会� 
H20. 10.16

15 登録配管基幹技能者� (一社)日本配管工事業団体連合会
(盆録番号15)

管工事業 1， 881名
全国管工挙業協同組合:iili合会� 

16 登録鴬 土工基幹技能者
(社)日本建設躯体工中業団体連合会� H 20. 12. 12 

とび土工工事業� 2，389名
(社)日4i方工業迎合会 (主主録番号16) 

17 笠録切断穿孔基幹技能者 ダイヤモンド工事業協同組合� 
H20.12. 12 

とび・土工工事繋� 167名� 
(3tMk番号17)

(社)全国建設室内工事業協会� 
H20. 12.26

18 是正録内装仕上工事基幹技能者 日本建設インテリア事業協同組合連合会
(登録番号18)

内装・仕上工事業� 2，056名
日本室内装飾事業協同組合連合会� 

19 
登録サッシ・カーテンウォー (一社)日本サ ッシ協会� H 21.2. 13 

建具工事業� 665名
ル基幹技能者 (一社)カーテンウオ ール・防火開n部協会 (主主録番号19) 

H 21.3.5 
タイル れんが・プロック工� 

20 登録エクステリア基幹技能者� [社)1:1本建築プロ� yク エクステリア� E事業協会
(登録番号20)

事業、とび・土工工事業、� 324名
石工事業� 

21 登録建築板余基幹技能者� (社)tl木建築板金協会� 
H 21.3.5 

板金工事業、屋根工事業� 2，574名� 
(登録番号21) 

22 登録外壁仕上基斡技能者 日本外壁仕よ業協同組合連合会� 
H21.4.28 塗装工事業、左官工事業、� 

149名
(登録者?号22) 防水工事業� 

23 1附クト掛技能 者
(一社)日本空前衛生工事業協会� H21.4.28 

管工事業� 885名
(一社)全国ダクト工業団体連合会� (主主録番号23) 

24 登録保温保冷基幹技能者 (一社)日本保境保冷工事業協会� 
H21.11.27 

実~\絶縁工事業 200名
(主主録番号24) 

25 登録グラウ ト基幹技能者 (社)日本グラウト協会 
H21.11.27 

とぴ・土工コ事業� 382名
(登録番号25) 

26 な録冷凍空調基幹技能者� (一社)日本冷凍空調設備工業連合会� 
H22.3.25 

管工事業� 289名
(登録番号26) 

H22.3.25 
土木工事業、� 

27 登録運動施設基幹技能者 (一社)日本選動施設建設業協会
(笠録番号27)

とぴ・ 土工工事業、� 72名
ほ装工事業、造図工事業� 

28 登録基礎工基幹技能者
全国基礎� C業協同組合連合会� H23. 12. 16 

とび土工工事業� 
(一社)日本基礎建設協会 (登録番号28) 

28職種36団体 合計� 32，612名� 

10.標識の設置

建設業者は 、 一 般 建 設業であれ、特定建設業であれ、建設工事の現場ごとに、公衆の見やすい場所 に 、

次の事 項 を 記載した標識を掲示しなければなりません。(第40条)� 
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-一般建設業、特定建設業の別

-許可年月日、許可番号、許可を受けた建設業

.商号又は名称

・代表者の氏名

-主任技術者又は監理技術者の氏名

これに違反すると、監督処分、罰則の対象になります。 

11.見積条件と現地の条件が違う場合の対応、

元詰たる総合工事業者と下請けたる専門工事業者との間では、対等公正、信義誠実の原則に基づいて契

約、施工しなければなりませんが、それは、実際に施工を始めてから各種見積条件と現地の条件が異なっ

ている場合の対応も同様です。

ところが、実際には元請業者からの口頭のみの指示で下請け業者が工事を変更させられたり、変更工事

による代金の変更、精算がスムースで、なかったりと、いろいろとトラブJレが発生しています。

このため、平成 6年 3月、建設生産システム合理化推進協議会では、「総合工事業者・専門工事業者間

における条件変更時の適正な手順等に関する指針 Jを策定し、見積条件と実際の施工条件が異なっていた

場合にも、 書面主義、対等性の確保などの適正な対応を取り決めています。

「
円 
U 



〔参考資料〕

(建設業法・抜粋)

(第24条の� 6) [下請負人に対する特定建設業者の指導等] 

① 	 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、当該建設工事の下請負人が、その下請負に

係る建設工事の施工に闘し、この法律の規定又は建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者

の使用に関する法令の規定で政令で定めるものに違反しないよう、当該下請負人の指導に努めるもの

とする。� 

② 	 前項の特定建設業者は、その請け負った建設工事の下請負人で、ある建設業を営む者が同項に規定す

る規定に違反していると認めたときは、当該建設業を営む者に対し、当該違反している事実を指摘し

て、その是正を求めるように努めるものとする。� 

③ 	 第 l項の特定建設業者が前項の規定に より是正を求めた場合において、 当該建設業を営む者が当該

違反している事実を是正しないときは、同項の特定建設業者は、当該建設業を営む者が建設業者であ

るときはその許可をした国土交通大臣若しくは都道府県知事又は営業としてその建設工事の行われる

区域を管轄する都道府県知事に、その他の建設業を営む者であるときはその建設工事の現場を管轄す

る都道府県知事に、速やかに、その旨を通報しなければならない。

(第24条の� 7) [施工体制台帳及び施工体系図の作成等]� 

① 	 特定建設業者は、発注者から直接建設工事を請け負った場合において、当該建設工事を施工するた

めに締結した下請契約の請負代金の額(当該下請契約が2以上あるときは、それらの請負代金の額の

総額)が政令で定める金額以上になるときは、建設工事の適正な施工を確保するため、国土交通省令

で定めるところにより、 当該建設工事について、下請負人の商号又は名称、当該下請負人に係る建設

工事の内容及び工期その他の国土交通省令で定める事項を記載した施工体制台11辰を作成し、工事現場

ごとに備え置かなければならない。� 

② 	 前項の建設工事の下請負人は、その請負った建設工事を他の建設業を営む者に請け負わせたとき

は、国土交通省令で定めるところにより、同項の特定建設業者に対して、当該他の建設業を営む者の

商号又は名称、 当該者の請け負った建設工事の内容及び工期その他の国土交通省令で定める事項を通

知しなければならない。� 

① 	 第� l項の特定建設業者は、同項の発注者から請求があったときは、同項の規定により備え置かれた

施工体制台|隈を、その発注者の閲覧に供しなければならない。� 

④ 	 第� l項の特定建設業者は、国土交通省令で定めるところにより、当該建設工事における各下請負人

の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、これを当該工事現場の見やすい場所に掲げなけれ

ばならない。

(第26条) [主任技術者及び監理技術者の設置等] 

① 建設業者は、その請け負った建設工事を施工するときは、当該建設工事に関し第� 7条第� 2号イ、ロ

又はハに該当する者で当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるもの	 w下

「主任技術者」という。)を置かなければな らない。� 

② 	 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、当該建設工事を施工するために締結した下

請契約の請負代金の額(当該下請契約が2以上あるときは、それらの請負代金の額の総額)が第� 3条

第� l項第� 2号の政令で定める金額以上になる場合においては、前項の規定にかかわらず、当該建設工� 
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事に関し第15条第� 2号イ、ロ又はハに該当する者(当該建設工事に係る建設業が指定建設業である場

合にあっては、同号イに該当する者又は同号ハの規定により国土交通大臣が同号イに掲げる者と同等

以上の能力を有するものと認定した者)で当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつ

かさどるもの(以下「監理技術者」という。)を置かなければならない。� 

③ 	 公共性のある施設若しくは工作物文は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要な建設

工事で政令で定めるものについては、 前� 2項の規定により置かなければなら ない主任技術者又は監理

技術者は、工事現場ごとに、専任の者でなければならない。� 

④ 	 前項の規定により専任の者でなければならない監理技術者は、第27条の18第� l項の規定による監理

技術者資格者証の交付を受けている者であって、第26条の� 4から第26条の� 6までの規定により国土交

通大臣の登録を受けた講習を受講したもののうちから、これを選任しなければならない。� 

⑤ 	 前項の規定により選任された監理技術者は、発注者から請求があったときは、監理技術者資格者証

をt是示しなければならない。

(第26条の� 2) 

① 	 土木工事業又は建築工事業を営む者は、土木一式工事又は建築一式工事を施工する場合において、

土木一式工事又は建築一式工事以外の建設工事 (第 3条第� l項ただし書の政令で定める軽微な建設工

事を除 く。)を施工すると きは、当該建設工事に関し第� 7条第� 2号イ、ロ又はハに該当する者で当該

工事現場における当該建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるものを置いて自 ら施工する場合の

ほか、当該建設工事に係る建設業の許可を受けた建設業者に当該建設工事を施工させなければならな

し、。� 

② 	 建設業者は、許可を受けた建設業に係る建設工事に附帯する他の建設工事(第� 3条第� l項ただし書

の政令で定める軽微な建設工事を除く。)を施工する場合においては、当該建設工事に関し第� 7条第� 

2号イ、ロ又はハに該当する者で当該工事現場における当該建設工事の施工の技術上の管理をつかさ

どるものを置いて 自ら施工する場合のほか、当該建設工事に係る建設業の許可を受けた建設業者に当

該建設工事を施工させなければならない。

(第26条の� 3)[主任技術者及び監理技術者の職務等]� 

① 	 主任技術者及び監理技術者は、工事現場における建設工事を適正に実施するため、当該建設工事の

施工計画の作成、工程管理、品質管理その他の技術上の管理及び当該建設工事の施工に従事する者の

技術上の指導監督の職務を誠実に行わなければならない。� 

② 	 工事現場における建設工事の施工に従事する者は、主任技術者又は監理技術者がその職務として行

う指導に従わなければならない。

(第27条)[技術検定] 

① 	 国土交通大臣は、施工技術の向上を図るため、建設業者の施工する建設工事に従事し又はしよ うと

する者について、政令の定めるところにより、技術検定を行うことができる。� 

② 前項の検定は、学科試験及び実地試験によって行う� O 

③ 国土交通大臣は、第� l項の検定に合格した者に、合格証明書を交付する。� 

④ 	 合格証明書の交付を受けた者は、合格証明書を滅失し、又は損傷したときは、合格証明書の再交付

を申請することができる。� 

① 第� l項の検定に合格した者は、政令で定める称号を称することができる。� 
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(第28条) [指示及び営業の停止] 

① 	 国土交通大臣又は都道府県知事・は、その許可を受けた建設業者が次の各号のいずれかに該当する場

合又はこの法律の規定(第19条の� 3、第19条の� 4及び第24条の� 3から第24条の� 5までを除き、公共工

事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成� 12年法律第127号。以下「入札契約適正化法� J

という。)第13条第� 3項の規定により読み替えて適用される第� 24条の� 7第� 4項を含む。第� 4項におい

て同じ。)、入札契約適正化法第13条第� l項若しくは第� 2項の規定若し くは特定住宅暇庇担保責任の履

行の確保等に関する法律 (平成 19年法律第� 66号。以下この条において「履行確保法� jとい う。)第� 3

条第� 6項、第� 4条第� l項、第� 7条第� 2項、第� 8条第� l項若し くは第� 2項若し くは第� 10条の規定に違反

した場合においては、当該建設業者に対して、必要な指示をすることができる。特定建設業者が第� 41

条第� 2項又は第� 3項の規定による勧告に従わない場合において必要があると認めるときも、同様とす

る。

一 建設業者が建設工事を適切に施工しなかったために公衆に危害を及ぼしたとき、又は危害を及ぼ

すおそれが大であるとき。

一 建設業者が請負契約に関し不誠実な行為をしたとき。

三 建設業者(建設業者が法人であるときは、当該法人又はその役員)又は政令で定める使用人がそ

の業務に関し他の法令(入札契約適正化法及び履行確保法並びにこれらに基づく命令を除く。)に

違反し、建設業者として不適当であると認められるとき。

四 建設業者が第22条の規定に違反したとき。

五 第26条第� l項又は第� 2項に規定する主任技術者又は監理技術者が工事の施工の管理について著し

く不適当であり、かつ、その変更が公益上必要で、あると認められるとき。

六 建設業者が、第 3条第� l項の規定に違反して同項の許可を受けないで建設業を営む者と下請契約

を締結したとき。

七 建設業者が、特定建設業者以外の建設業を営む者と下請代金の額が第� 3条第� l項第� 2号の政令で

定める金額以上となる下請契約を締結したとき。

八 建設業者が、情を知って、第� 3項の規定により営業の停止を命ぜられている者又は第29条の� 4第� 

1項の規定により営業を禁止されている者と当該停止され、又は禁止されている営業の範囲に係る

下請契約を締結したとき。

九 履行確保法第� 3条第� 1項、第� 5条又は第 7条第� l項の規定に違反したとき。� 

② 	 都道府県知事は、その管轄する区域内で建設工事を施工している第� 3条第� l項の許可を受けないで

建設業を営む者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該建設業を営む者に対して、必

要な指示をすることができる。

一 建設工事を適切に施工しなかったために公衆に危害を及ぼしたとき、又は危害を及ぼすおそれが

大であるとき。


二 請負契約に関し著しく 不誠実な行為をしたとき。
 

③ 	 国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を受けた建設業者が第� l項各号のいずれかに該当する

とき若しくは同項若しくは次項の規定による指示に従わないとき又は建設業を営む者が前項各号のい

ずれかに該当するとき若しくは同項の規定による指示に従わないときは、その者に対し、� 1年以内の

期間を定めて、その営業の全部又は一部の停止を命ずることができる。� 

④ 	 都道府県知事は、国土交通大臣又は他の都道府県知事の許可を受けた建設業者で当該都道府県の区

域内において営業を行うものが、当該都道府県の区域内における営業に関し、第� l項各号のいずれか� 
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に該当する場合又はこの法律の規定、入札契約適正化法第13条第� l項若しくは第� 2項の規定若しくは

履行確保法第� 3条第� 6項、第� 4条第� l項、第� 7条第� 2項、第� 8条第� l項若しくは第� 2項若しくは第10

条の規定に違反した場合においては、当該建設業者に対して、必要な指示をすることができる。� 

⑤ 	 都道府県知事は、国土交通大臣又は他の都道府県知事の許可を受けた建設業者で当該都道府県の区

域内において営業を行うものが、当該都道府県の区域内における営業に関し、第� l項各号のいずれか

に該当するとき又は同項若しくは前項の規定による指示に従わないときは、その者に対し、� l年以内

の期間を定めて、当該営業の全部又は一部の停止を命ずることができる O 

⑤ 	 都道府県知事は、前� 2項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該建設業者が国

土交通大臣の許可を受けたものであるときは国土交通大臣に報告し、当該建設業者が他の都道府県知

事の許可を受けたものであるときは当該他の都道府県知事に通知しなければならない。� 

⑦ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第� l項第� 1号若しくは第� 3号に該当する建設業者又は第� 2項第� 

1号に該当する第� 3条第� l項の許可を受けないで建設業を営む者に対して指示をする場合において、

特に必要があると認めるときは、注文者に対しでも、適当な措置をとるべきことを勧告することがで

きる。

(第40条) [標識の掲示]

建設業者は、その庖舗及び建設工事の現場ごとに、公衆の見易い場所に、国土交通省令の定めるとこ

ろによか許可を受けた別表第� lの下欄の区分による建設業の名称、一般建設業又は特定建設業の別そ

の他国土交通省令で定める事項を記載した標識を掲げなければならない。� 
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国 官技第  70号

国 営 技第  30号

平成 13年 3月30日

各地方整備局企画部長

営給部長 あて

大 臣官房技術調 査 課 長

大臣官房営繕技術管理室長

施工体制台帳に係る書類の提出について

標記について、別紙要領により実施することにしたので通知する。

なお、 「施工体制台帳に係る書類の提出について J(平成 7年 9月25日付け建設省技調発第 182号、平成 

8年 7月 1日付け建設省営監発第47号)は廃止する。 
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(別紙)

施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領� 

l. 目的

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び建設業法に基づく適正な施工体制の確保等を

図るため、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、施工体制台帳を整備すること等により、的

確に建設工事の施工体制の把握をするとともに、請負者の施工体制について、発注者が必要と認めた事項

について提出させ、発注者においても的確に施工体制を把握することを目的とする。� 

2. 対象工事

工事を施工するために、締結した下請契約の代金の額(当該下請が二以上あるときは、それらの請負代

金の総額)が 3，000万円 (建築一式工事においては� 4.500万円)以上になる工事。� 

3. 記載すべき内容� 

(1) 建設業法第24条の� 7第� 1項及び建設業法施行規則第14条の� 2に掲げる事項� 

(2) 安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者名� 

(3) 監理技術者、主任技術者(下請負を含む)及び元請負の専門技術者(専任している場合のみ)の顔

写真� 

(4) 一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期

」注JJ.一提出様式は別紙様式を参考とする。

~主主L 施工体制台帳の作成方法等とは「施工体制台帳の作成等についてJ (平成13年� 3月30日付け

国総建第84号を参考とする。

※(注1)、川主2) ともに全建統一様式を参照のこと。� 

4. 提出手続き

主任監督員は、受注者に対し、施工体制台帳等を作成後、施工体制台帳に係る書類を、工事着手までに

提出させるものとする。また、施工体制に変更が生じる場合は、そのつど、提出させるものとする。� 

5 提出根拠

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第� 13条

・土木工事共通仕様書 第� l編共通編� 11-1 -13施行体制台帳」� 

6. 適用


この要領は、平成13年4月l日以降に発注する工事に適用する
O 
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労務安全関係 
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i全建統一様式第� 5号| 
l原則として、 協力会問に作成する。� 

作 業員名簿
/ (平成� 23年� 7月� 15日作成)

提出日 平成� 23年� 7月� 18日
事業所の名称 八重洲挫設株式会計丸の内ビル作業所 本書面に記載した内容は、作業貝名抑として、安全衛生管

理や労働� J災害発生時の緊急連絡・対応のために元前負業者
所長名 夏川| 二郎 殿 に提示することについて、記載者本人は問:息しています。� 会社名

次
株式会社。山� lIl"L崎市 重主

ふ り カミ な
取入年月日-・・・・・・・ ・P ・P ・P・

番号 職種�  ※ --------ー-------------------.-四国明畠
氏 名

経験年数

まじま� Itんし
-・・・・・・・・・・・・・・ー，ー.------------ @⑩ 54!)年� 6月 Hl日

大� .J: 
③②⑮ 

----------------------------------
間� JI~ f准 兇� 41 年

あき� !: 、.ちろう� 
@ S t18年� 9月� 1:i日-・・-----ー----------_.---------- 世~

ーーーーーーーー・ー-_._----.ー.
秋山一郎 ゾミ ⑫ 37 年� 

m くし主 しろう� S54.if三� 9月� 15日-・ーー・・・・・・・・・・・・・_.....・・・...・." 型 竹島� 
3 @ .......-._-ーーー・..・・・・--------------

縞烏四f!J1 人� 
31 年

いわて じろろ� 
S60年� 9月� 15日-_... .._.__...__........_..・p・...� 

4 ;rベ1--申一� .............._.......... -・曲・..町・・回� 

A 手 一 自1; 25 年

やまがた しんい余� 
112 1年� 6月� 15日ーーー・ーーー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・� d・. l且 枠� 

D @ ......ー同・田..............-ー.・ a・_...� 

I11 )f~ 1ft ー� k 工� 
2 年

以下物
ーーーー・ー下ミ""-.: 初回の名簿等提出後、新た 月 日� 

¥ に入場する作業員について

は逐次追加記入する� e 年
、ー・ー

ーーーーーー白骨� _._-. 年 月 日

-.------------------------------------------------------畠圃薗畠畠..白畠ーー・岡町・4・..岡町開----------------------

年齢 家族連絡先

')27年� 4月 以� l日� fllì安市wl江l:~ x x 

------------------------.-----ーーーー ーー..町ー・----------ーーーーー・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・-----------

59 歳 !雨水県出符都政 llj! ~rfi泡 xxx 

S25年� 3月� 20日 江東� DZ大山� 8-X x-x 当社小名木寮� 

-・p・_._------ー..ーー ・ー・..骨骨骨骨圃--_.---------_. _-------噌咽--_. 

61 歳� rJ，Al~ (111.1じ郡田沢湖町怖iJ~x x 

532年� 6月� 8 日 江東区太山� 8 -x x -x 当社小名木従
-・・・・・・・・・・・-_._.................. ...................ーー.'‘ーーー・-------_.............. ._. 

54 歳 欣1flW-1山」じ� illiJfJJ'iti /ilJ西長野� xxx 

SJ前年� 12月� 7 日� iT東区大島� 8 -x x -x 主i引.小朽木氏� 
--_._--_...ー.__................... ............................-・ーーーーーーーー._...._-_..・ー・・・・・・・.......咽

50 歳 鹿児島県川� l村市大� 1111字� Ilu (J x x x 

日 五 年 ~) 月 1 日 江東区大島日� -x x-x ¥lHL小朽木疾

-・・・・・・・・・・・・・・・..・---_.........................ーーー司『ー..町..--ー.__.ーー-ー..._...・ー-ー・・・ー・・・ー・......__....

17 歳 ?向島県 IUト同11小柳町')'・舟ヲ� 1x x 
、、、

年月 、� ¥¥之日少者 (18歳未満� )を使用する場 |
ーーーーー� --・ー・・・・・司戸骨・ーー・・.司・ー...・..・・.. は、元議業者の作業所長は[年 一

歳 齢証明書� Jを確認する。� 

-その場合においても、労働基準法 ー
年 月 日 及び年少者労働基準規則等の規則

(TEL) 

(TEL) 

(01173-f}fH xxx) 

(02剖� 7 2・"w� Y'(x) 

(03‘� 36lj3吋� OX <) 

(018司� 2-賢官官<.� ) 

(rn 3683づ 点� μ� )

-_....-ーーー・............__.-

(O lß7ケ'2-:~- 川� <) 

(O;l-a()H3-~'-x<) 

..・ー......-..............ー‘� 

(()9D72-'2-，~ (~ ) 

(03-3fiR8一、，可� i)

-・・・ ---------ー・・・・� a・ー司・ー晶ーー� 

(02 170ベ2ー〈見 は� )

最近の健康診断日
血

特殊健康診断日

ーー・』ーーーーー----------.------ー・・-.--・� a

型液� 
..・ 4・-------------------------------

血圧 種類�  

112:i年� 4月� 18日 年 月 日� 

----------------------------ー・---- A -・・・・・ p ・p・p・------.・----園内ーーーーーーーーーーーーー� 

lUi ~ 79 

H23年� 3月� ;jO日 年 月 日

ーーーー ーーーーーーー... lう� -・.._-----------------------------

[:>6 ~ UO 

II23年� 3月 :1O日 年 月 日

_.--‘ーーーーーーーーーーーーーーー・・...・ --_.._---AB -・・_.......... .................ーー・ 

L25 ~ 80 

f1 23年� 3月 初 日 年 月 日
園自国自由 。-・・ー・・・・・............__._......... 

120 ~ 73 

H2.'3年� 3月 初 日 年 月 日
ー.司トー...・ーー薗晶圃』ーー・・---_._.ー・0......畠日� ----_...._........._------・p ・p ・p・.---. 

105 ~ 80 

年月日 年月日

教育・資格・免許 入場年月日

ーーーー・� .-_.._-一-------・・・・-----ー・・，白骨------.--ー---_._---・ー-------------.------------------・ー・ーーーー・ー・

雇特入別・教l隊育長 技能講習 免 許 受実 入教育
施年月日� 

H23年� 7月� 20日� 
r，i~入 II.}教育

五� HI な ・ーーーーーーーー-------------------
lf，没長数千 f 

1I2.1年� 7月� 2(J日

型作文1~Iの 1123年� 7月� 20日� 
11f.入崎教育 

~L~r て~~， (1=来� t，.: ーーー................__........................_.
建設�  111リフト� 

~. !f 計 1123年� 7月� 2()日

刷!争主 (~Jの !I 23年� 7月� 20日
I[正人� l持放背

判官工て待作業 な -_._..ーー・・・畠_._-_._._-_....................._.・ーー
lli目立111リフト� 

j二� ff:1'i 日� 23年� 7月 以� i日� 

II2:-l年� 7月� 23日
クレーン� 

10:人 i時教育 な ・・....・P・.........................................
1m伝土 

II2~l年 7 月 23 日 

H23年� 7月� 23日� 

M人� II!I'教育 、広 し な し 万三 一7月 三:J日� 

l 畳入教育 (新規入場時教育� )
一般健闘には雇入問問と定期健闘があり�  | を実施し たときに記入する~ 

( 労働安全衛生法第� 66条(安衛則第� 43条� -45条)に規定されてい
日

戸ー る。� 

-特定の有害業務 (安笥法施行令第� 22条の業務� )に従事する作業
年 月 日

-・・・-----・・・・』ー・・・ーーー---------ーーーー ーーーーーーーーーーー-------------------------- により 、時間外労働や危険有害業� --------

J=年 歳 務等の就労は制限される。
長に対し、雇入時、配置替え時及び定期に特別項目の健康診断

を実施しなければならない。 年 月日

「作業員名簿� Jの目的 ・主旨� -年齢証明書は 「住民票記載事項証 」ート一一 -各作業主任者の選任にあたっては、施-定期健康診断は就業後� 1年以内毎に|回畳診とし、有害業務従
ー..喝_.・ー.. 月日 明書」で充足できる。 事者は� 6ヶ月以内毎に� 1回受診しなければならな� L、 ヱする工事の内容を十分勘案して、技 年月日

工事開始から綾工までの問、工程に応じた各業者の入退場に 色ーーーー-------------‘“ー [15歳未満] 能講習修了者 (一部免許あり)の中か ー...ー・----.-ー..ー・ー.-------------------.ー・.

際し、作業員の現状を常時把握するために 「作議員名簿� Jを 歳� -年齢証明 (戸籍証明書)� 
-健康診断の法定実施期限が過ぎないように管理すること。 ら選任すること。 年月日

作成して監理しておく ことが必要となる。� -児童の修学に差 しっかえないこと |ート一一� -元方事業者は健康状態を確認し、必要な指導を行う。所見有り

ーーーーー・・ーー |作業員名簿� Jは特定された法的な規定はないが、災害発生 月 日 を証明する学校長の証明書 の渇合は、治療、配置替え等行う。 年 月 日

時の緊急連絡先や作業員の健康状態及び教育資格・免許等� ------------------・ー・ー. -親の同意書� 
J 

-健康診断に関する秘密の保持 (労働安全衛生法第� 104条� )実施 ーーーー.-------------------------------・圃

の把握等、関係請負人の確認事項であり、りスク管理上必要 歳 に関して知り得た労働者の心身の欠陥その他の秘習を漏らして 年 月 日
はならない� e

な害額である� . 111lい」寸.J・ 蝋労の塞就れ働率基規労て則準制い法限にる� .務、の担条.&び女性労働� 
-元状方況事を業把者握はす作る業よ員うの、安関係全衛請生負に人係に指る導教育し、・ 資事格前に・免こ許れ取ら得の 一一一一月一一一一一一日一 坑業務内労の働範囲妊が産規婦定� . 

( 1 0平成 17~手 4 月 1 回施行 f個人情報の保護に関する法律J に基づ 年 月 日

き、作業員の鍵康� f膏報(健康診断の結果、病庭、その他の健康

事項を通知させ、これを抱題しておくことが必要である。 歳� ( に関する情報� )については、適正に取り扱うこと。� 
E目----一四四一一ー-ーー・・ー-・ーー・----------

年 月 日

~ 
(注 ) 1 ※印欄には次の記号を入れる。 ~ (注) 3.経験年数は現在担当 している仕事の経験年数を記入する� O

⑫…現場代理人 ③…作業主任者((注� ) 2 ) @・・・女性作業員� ⑧…� 18歳未満の作業員� ⑧ 基幹技能者 (注)4.各社別に作成するのが原則であるが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。

⑬ー 主任技術者 ⑫・職長 ②・ 安全衛生責任者� ⑫ 能力向上教育� ⑧ 危険有害業務-再発防止教育 (注) 5. 資格・免許等の写しを添付すること。� 

(注 ) 2. 作業主任者は作業を直接指簿する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても他の作業個所との作業

主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。
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|全建統一様式第� 5号一別紙� |
一
請
欄
一

一

羽

叫

一

一
元
確
一

提出日 市1&23年7月四日

社会保険加入状況� 
('f1&:23年� 7月15日作成)

事業所の名称 八重� i1/l淫設!主式会主L:lIs)内ピル{博所

所 長名 夏川二郎 殿 芸社盗 大山建設僚式会社� ⑬ に 次)
会社名 株式会干LIII山工持I~í 

席 、
(@) 

L 

番 「一一一一一一� 
な|

| 	
社会保険

号|氏	 名|ーム民[主主ムー� lーム険

まじま けん� L 1 00健康保険組合� | 原当升ニ金� 

1 r 向島健児 r-------------------------- - --~-~- -;--;-r------------------------ ------- ----- - - - - -- - - 1

あきた し・ちろう� 00健康保険組合 厚生年金� 

2	 秋旧 ftl~ I x x x x I 

3 
ふくしま しろう� 1 00健康保険組合� | 厚生年金� 

r --:~-------- :~:-------- : ~:- ------- : -~--r---------------------- ---- - --- ----------- -- ---T------------------- -- -- ---- -- -- ------ - -------- T 

恒島四郎�  xxxx I 	 xxx-x 

いわて じろう� 00健J制法I~食品fl令 厚生年金� 

4 I岩 手
n
r

何

山日K xxxx 	 xxx-x 


やまがた しんいち� 00健康保険組合 厚生年金� 

b 山形信 XXXX  xxx-x 

以下l略� 

(注)個人情報保護の観点から、被保険者番号等は本人の同意を得たうえで記載する。

(記入要領) 

1. 健康保険欄には、上段に健康保険の名称(健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険)

を、下段に健康保険被保険者証の番号の下� 4桁(番号が4桁以下の場合は、当該番号)を記載す

る。なお、上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、国民健康保険の適用除外で

ある場合には、上段に 「適用除外」と記載する。� 

2 	年金保険欄には、上段に年金保険の名称(厚生年金、国民年金等)を、各年金の受給者である場合

は、上段に「受給者」と記載する。� 

3 雇用保険欄には、下段に被保険者番号の下� 4桁(日雇労働被保険者の場合は、上段に「日雇保険」

と)を、事業主である等により雇用保険の適用除外である場合は、上段に「適用除外」と記載する。� 
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|参考様式第 3号 l 

|副 | 

事業所の名称 八重洲建設株式会担丸の内ピル作業所 	

会社名 大山建設株式会社

所長名 夏 川 二郎 殿	 代表者名 取締役杜長大 山 一 郎� ⑪ 

この欄には、安全衛生方針として、

自社における安全衛生水準の向上を 平成� 23 年� 4 月 日 作成

図るための安全衛生に関する基本的

な考え方、姿勢等を示すs 

/ 	
平成23年度� (23年� 4月------24年� 3月)安全衛生計画書� 

- 労働安全術生|見!係法令及び当社の安全衛生也:;l:Tf規程を迭すτする 。 合従業HのÌb~)Jのもとに安全術生管理i罰則をたbもする ，
・1)スクアセスメント を詑絡し、低減対策を実施する	 ，投 lil量・機械の安全化を \";(1 るとともに ‘ 快適な i段場J~l境の形成を促進する

・金正業日への安全衛生教育を徹底する" 
i この欄には、安全街全目標として、特定した危

険有害要因に対しての実施事項を路まえ、安全

・ 死亡~tW- ・ 公衆災害をゼ U とする。
・安令術的の述1&キてを円。%以上とする。

、衛生万針に基づき、期間内の到達点を示す。
安全衛生目標

この欄には、安全衛生計画として、危険 ・有害要

安全衛生上の課題及び特定した危険性又は有害性 因等を踏まえ、期間内に安全衛生目標を達成する

ための具体的な実録事項、日程等を示す

ー作業手順山によるリスクアセスメント及び低減対策の実施が |ー分でM っ た" 技背が計凶泊りに行われて』、M ・った。� -------

-安全衛生パトロールによるJ間� Jl項の改7抑制されていなかった ・」山ちの蜘・よる休業災??が発生 した-------

---r戸，〆戸戸-

安 全衛生計画�  t / /

管理目標 実施スケジュールと評価スケジ、ユール
重点施策 実施事項、 実施担当 実施上の留意点 |

(管理点) 4月-6月 I 7月-9月 朋~日 I 1月-3月 || 

君主千Iの長山
工lI4Jl配同

I	
'1 →� 5 JJ →]!Jl 

I'.J	 i1'':';A I1fiの.安全街生救育のよl 1'Jiり/fi L'1 の浸勺'f-釘iJl.判明�  

ー;験全従長業・R-者日数| 安全fT草2 ~~K l. P 一- l i三H f~litij ................"........... .. ..... ....-.....j ~同|lよ 、 11 ~ 』'Î1l xt !川に上 る
あ� l[ ・副政 i	 一「2一ー 7 h!i副長心蒜 '阿的完結 耳目CFT仰向突治

: .J1 	 ;j スクアセスメシ	 (-F~ 則自)1\ による ' 1 スク に'jfftitZ 12dtk ltiF 1 厨日 レ~.rl
?とスメ〉ト及UWitの 工事l割合t1前80'治 安全部長 的なbffR l

トの推進	 Jミ悩 股長

4;
i 2ll. l~汀 .
←安全ilir生パトロー

Jルレの2実E脆

1¥によ

，内
 tUめE}b挺44ぞ
夜ールのt.M悠司i化、� 『リ "/..7 アセ λ メント (r)~l'::← ー』� 

~------------- お 
ー;←安全，Hn走口行ゐ間《勉Fの小ト

1刈:t~
 f
 )，月l'てづ?;干!伯山川
: d
五7王子部長� i排令状 協棋会時除� i- :也判断面ぷ

この繍には、安全衛生計画のうち、施工する工事において作業

所に取り組ませる、危険 ・有害要因等を滋まえ、期間内の安全 同

衛生呂俸を達成するための具体的な重点施策、実施事項を示 ¥込

すz 作業所共通の重点施策・実施事項

重点対策 実施事項 重点対策 実施事項

-脚立足場の安全1を!日� ~li主外f史肌の詰止

墜落災害j，)j止措i百の ・時j仁1部の後a I ~.:í河系珪佳椴被災書 1iAL1I1.走fーi'ii色lIHiJ入黙止話語γよる定行
徹底 防止姶ii:tの徹底 

-安全備の使用 グーパ一合珂の倣J長

-現地KYの「私たちはこうするJを守る アウト� '}ガーのMA.4京出し
作業中のを年令仲j~
作理mllilJのJfn旦� .f'lI， 'j'3手)~ñ \.~;;の低減対策の遵守

移動J¥ク〆ーン災者
防止H'il7l:のifl'lfi.f.

-作業RlJ始前、作業112仁安"iNrf訟を行う� 1 
一 一一寸この欄にlム安全衛生に閲

t 一一一一一�  Lする行事予定を示す。� 

安 全衛生行事�  

4月 社内ZE全協弘会� (/15) I 10月 ・令同知生i些11IJ (/1-/7) 

5月� 11月 定即位快・診断� (/0') 

6月� -全μl安全it!lillJ司'F!?f)J IllJ (; 1 -/30) I 12月 年末年始労問えを防止w111 ¥1 (l:u1、� 1/101 

7月� - 全戸1安全i~IIi，1 V J -/7) ・界中症予防目� Ilij I 1月� 

8月 .;:~Itl;;E予防月 /;11	 I 2月� .( 0接U7(・元前) 対南安全大会� (/0)，二参IJII 

9月 ・全副i約生週lli1;¥1，備月181 (1J -'3o	 I 3月� ‘ dfI主末労働災t2r;， V1 -/31.:)j'.l上強 3.~JJ /1i) 

(この欄には、自社の安全衛生広関する� ← 一

安全衛生管理体制 「 一一寸 各級管理者の役腕、氏名を示すー

管 理者 区分 役 職 名 	 氏名
，t. 
~ 安全衛生 担 当 役 員� iJiJ干上長 	 大� 111 一良H

1:鈴木四良 	総務部長任者責雇用符理

総括 安全衛生 管 理者 	 鈴木間郎少

安 全管理者 安全師長 	  llJ ト次�  f1r;

衛 生管理者 �  φ 

安全衛生推進者 安全術生課Iと 谷 口 六� 1111

と1 11ゃれ勾1 山本五�  QE工 事 担当�  LIt- 任者�  

<摘要>常時100人以上の労働者を使用するとき� → 総括安全衛生管理者を選任

-常時50人以上の労働者を使用するとき� → 安全管理者、衛生管理者、産業医を選任

-常時10人以上50人未満の労働者を使用するとき� → 安全衛生推進者(又は衛生推進者)を選任

注� 1)この告式は参考占式なので、自社が定めた替式を使うことで、差し支えあり ません。

注� 2)労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針を参考にして下さい。



トー

請|元

確認欄� 

事業所の名称 八重洲建設株式会社丸のいlピル作業所
会社名 大山建設株式会社

所長名 昌之川二郎 殿 現場代理人 中島 明� @ 

| 


この欄には、工事安全

衛生方針として、施工

する工事の安全衛生を

確保するための、 基本

的な考え万を示すの

者)
この梱には工事安全 鮭 時 と し て 工鞍 全衛訪問づいてー 平成� 23 年� 7 月� 8 日 作品
る工事の工事期間において、確保すべき実施事項の安全衛生の水準を示す。

、

工 事 安 ノ1、二 衛 生 計 画 書 工事で実施する安全施

工サイクルに関係する

各種の叩安全衛生� lli、社及び作業所の安全衛生ルールを遵守

-特定した危険有害質問に対 しての実砲事Jfl(除去・低減錠jの実施 、
活動を示す、

-作業開始前、作業中の安令状態の指器し確認� 

工事J H

" 
.Iを帯危険fH長では安全・貯を使用� (白百ネf' 100%)する G

-千多国J式ク レーン災1;:ゼロの実現のため、移動式クレーンのj益四時的|への立人主主止、アウトリガーのりた!日し、適正な玉掛けそ徹底する3工事安全衛生目標

篭!私たちはこう寸る」を全日で泣守し、不安全行動を排除する言助におりる 「KYr'

〆

x 工 種 日Jj 工 事 期 間
世

工 種 日常の安全衛生活動� 
7月1.2:~ / 7月3・4過� 8月� J.2・3j盟

足I持制‘之てT1Jj. 4 ー// 咽� 

' 4 
ー� -安全ミ ーテ� fシグ

///ノ鉄筋キ!l，'/て工事
ー� 

.. 
ー� ' .KYK 

/ 唱� 

' .f下条 qlのj討中 ・ ~盗苛rーー岨ーーーー� 

| この欄C:~ 11、 工事(僻) の倒と 」の欄には、施工する工事に� -安全工将打合せ会� 

l工事(作業)予定の期間を示す。� 

----
必要とする主要な賞授材、保� -終業l時片付け� 

.......- 議具、 資格を示す。 -作~終了滞告
資機材・保護具 ・資格の区分/その種類

主な 使用機械 設備�  1Ù~是正~移品Áクレ←シ 、 ~t筋切1所持、鉄筋 Illl げ俄

主な使用機器 工具 ハンマ、ラチ.l-ツト、玉却1.r /f -t"ロープ、手ハッカー� 

主な使 用資 材 枠組み足場材、鉄筋、結束?を絞

イ更 用 保 ;変 具 保護|問、安全官、安全靴、手持� C'Tt'F・，'n
有資格者-配置予定者 移!fVJ式グレーン逆転免1丹・符、� E'，附技能，，!Il:~íHγnf . {t凶者.JO~秘扱1 ~.[て作業ilWIif<- ()鉱民1

l 危険性又は有害性の特定� 2 リスクの見積り� 3 リスク低減措置内容の検討

作業区分 予測される災筈(危険性又は有害性)
可能性 重大性

見積り
リスク

リスク低減措置
(度合) (重篤度) レベル� 

7レーンの位限場所の地検状態が悪� 
(i) il立阻地引;~仁 HI凹、傾斜等がある場合l正、」血殺を京地するかf!j ~:t ~~ 

く、クレーンが転倒寸る。� 
'J 2 4 131 により水平にする

移跡式クレー〉の，;!}:fi'j (記IJ血耐}J不足のl，!!;今は、地盤改良、駁き鉄阪等で補蝕するc

アウトリガーの張り出しが不 十分令� 
3 2 3 fil 

a11 アウトリカーをすべて袈り� IHすこと o

ため、転倒する� A (2';モーメントリミ "/'7 ー の自動停止主主世絞ïÌËは解除 L な ~ '~ 

ブームカtj~:jl:t線に凝i!I しすぎ、 又.正 )，ブームと:i'HE斜との附艇距離を保つ。

接触して J:~1I- ij 者等が感'ì[!こさきさ込ま ? 3 a 回� @ fcL科lの|均必を行う

れるコ� c~， f計り荷の移f由経路に電線等の陥書物がないかを確認するc

移!肋式クレーン作恐
合1';:1が伝わらずに、ブームカ・足:l:!ij仁� 

2 2 4 同 IJ) 合同が見えいえい15合は、月号殺を使用する，
接触する乞

立ち入 1)禁止JITmが行われでいない� (J クレーンの同聞を1も入� I.Jrp，11"，とする。

ため、旋!Iijした時、カウンターウェイ ス� 3 6 国� ( 2 . 安全1停止主教育を微成す7 ~

トに伏まれる曾� (あ旋倒l時にブザーカ鳴るクレーンを札JI.ずる1

五掛けワイヤをi1rける|待、怖が何Jftl 
9 3 恒: 

fI'吊 tj 術の附ド指を人ü/"・~ '0 

れし、附し狭まれる� qわ 品t)Fnrが動かない状態カを確認する6 

Il} 吊1)iJjの重心1;1.2方向から IJ税� L、玉鉛けワイヤは� 2~II日 旬 、吊

何のE心の取り� )jが悪〈‘術ぶれを� 
“つ� 2 4 IK 

り戸"!l:I...6!)flJ..以内で玉掛けする.

起二し、荷が激突する。� (当 地切りは20-草加u巻き上げ、併の重心.ワイヤ0)掛かり兵合を点

王益|け作業
検する� 

G 吊1)市の目測jlU在が不明な場合l止、取長又iよ元詰社日にすit.iJl，，し. 

Ej正の6倍以上のiil，)能力を有するワ イヤを使}j]する。� 

iTUí~ Ui!!q遣いで.E掛けワイヤが切断� 
3 3 6 国

窃� 1トン与LI:.の吊り怖には、:jflitrt_I芝居を友不する。

し、前が搭下して下敷きになる“� @J :11;)~lrには外記b- プを{・1' 1t，仙の崎山主吊り怖から 3 ou :tI雌この欄には、自社の各級管
'も 1和

理者の聡名 ・氏名を示す。 この欄lこは、再下請会社のエ� 
:h介錯ロープで誘導する内

¥、、、 軍関係者 の職名 ・氏名 ・次� 
(1) Itlりf々が辺過する旋回純l婦から令ての作於告を.ilLd1tさせるe 

¥ .. 数 ・再下請会社名を示す。� ¥ ¥ 

職 名 氏 名 ¥車 再下請会社の関係者の職名・氏名・会社名等

安全衛生担当責任者 鈴木四郎 職 名 氏 名 再下 請 会社名

社庖 工 事 担当 資 任者 山 本五日f; E設長J(iオベレーデー 削 主主健児 ニ 次

次

現 場 代 理� A 中島 明 次

事所業

ト一一一 この招には、元請工事業者に提出する書類名をチzック
安全衛生 責 任者 。 次

ドーーー し、その書類を別途、鑓出します。これ以外の番顎があ
職 長 大沢市男 れば遼宜、その書類名を記載 し、別途提出します。

次
ト一一一一� 

/ 次� 

/ 

元 請 工 事業者提出書類一覧 戸 注)口は、レ点でチェック。

口持込機械等� ( )使用届回下請業者編成表 回作業員名簿回再下請負通知性

口持込機械等(電気溶接機)使用届口持込機械等(電動工兵)使用届口持込機械等(車両系建設機械)使用届回持込機械等(移動式クレーン)使用届

口火気使用届口危険物・ 有害物持込使用届 口口工事用車両届

回新規入場時教育実施報告自 口回送出し教育実施報告書 口

回� (鉄筋組立て )作業手}II買者回� (足場経立・解体 )作業手順位口( )作業計画骨回� (移動式クレーン )作業計画書

口回安全衛生計画1r!1 口口

01 



見積り基準を基にした危険性の評価

よ信子 軽 微� 
(不休災害)

2 重 大� 
(休業災害)

3 極めて重大
(死亡・障害)

ほとんどない� 
(注意しなくてもほとんど
負傷しない)� 

2 

(問題は少ない)

3 
(多少問題がある)� 

4 

(かな り問題がある)� 

2 可能性がある� 
(注意していないと負傷す 
る)� 

3 
(多少問題がある)

4 

(かなり 問題がある)

5 
(重大な問題がある)

3 極めて高い� 
(よほど注意力がないと負
傷する

4 

(かなり問題がある) 

5 
(重大な問題がある� ) 

6 
(直ちに解決すべき

問題がある� )

危険性又は有害性の評価と優先度の判定基準(例)

危険性の見積り 評 価
優先度

(リスクレベル) 
判 厄F晶『

6 直ちに解決すべき問題がある� 5 即座に対策が必要� 

5 重大な問題がある� 4 抜本的対策が必要� 

4 かなり問題がある� 3 何らかの対策が必要� 

3 多少問題がある� 2 現時点では必要なし� 

2 問題は少ない 対策の必要なし� 
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|全建統一様式第 7号� | 瓦
平成� 23 年� 7 月� 20 日

新規入場時等教育実施報告書

⑬ 

提出時に、必ず年月日を記

入すること

株式会主1:山旧工務唐

間島健児�  

要

送り出し時� 

9 時(�  1 時間)

、11
1
1
1
1
l
i
l
t
-
J

場
�
 

j

o

書
C

4
リ
�
 
H
刊

番
街
訴

事業所の名称 八重洲建設株式会社丸の内ピル作業所� 
~ 

所 長 名 夏川二郎�  / 殿� 
v¥/  

き、所長名は間違いのない 会社名
ようにしてください。

現(現場場代主理人� (教育の種類に� Oをつけてください。 責任者)

ふて一
摘項 目� ¥ 

教育 の種類 領豆夏型b 雇入時

実 方面 日 時� 23 年� 7 月� 20 日� 8 時

実 施 場 所 作業所会議室

事文� 2同k 方 法 講義、スライド

1.ff.業所の概要と規則について 

2.保護兵の使用について� 

育

に
し

偏
は
げ
は
」

教育 内容�  3.機械の取扱い及び点検について� 

4.作業の内特について� 

5.緊急時の連絡、応急処世について

容

日

資

肉

、
て

払

附

料

い
り
と

な
お
こ

れ

と

る

き

の

す

株式会社山田工務庖加藤安全衛生推進背
市
叩

h
k
H
 

間島睦児

秋田一郎

福島四郎

受講者氏名
岩手 二 郎

(受精=I'iに氏名を自織させること)

山形信

詩句
青木総務部長

資 料
新規入場者の安全管埋の手引

スライド 「安全世を使用しよう� !J

(注) 新規入場者調査票が作成される場合は本様式の提出は不要� 

54 



新規入場者数育は、安衛法59条の� 2項にある 「作業内容の変更時の教育Jに基づき、

事業者� (協力会社各社)が、自社の労働者に対して行う とされています。元方は、安

h
口
一

円

H
U

h
E
m
u
-

w
-

z
z

.aJ、
(円

/】
日
川
一

年
一B

一一一

一


l
-一

門
口
一

場
一
青
調
一

、
、
-
=
=

目
ノ

一
担
。
一

戸門 

司却し知
て
冗
確
一 ロ一

(八重if'll

参考様式第� 4号

新規入場者調査票

衛則638条により、当該教育を行う場所と資料の提供をいわれています。� 

建設株式会社丸の内ピル Ll:I=f.作業所)� 

下記調査票の個人情報については、安全衛生管理及び緊急時の連絡・対応のために使用いたします。

また、当社において厳重に管理し、法令に定める場合を除き、第三者には提供いたしません。不要となっ

た時は、 責任を持って処分いたします。

ふりがな やま なかり・�  .j 

HrHiI30年� 7月� 2 日� (56 )歳 |血液型 山氏 名 �  111 陛 一 生年月日
一

現住所
刊1森川県相1史原市?吉� jコ見が丘� 2 -1ームふム� 

TEL 0.12 (755 -xxxx) 

緊 ，告じ，、 連� J、各 先

氏 名 続柄 電話番号 現 住 所� 

IlJ 『ド 太� 1~1~ 父� 
288 7 

栃木県塩谷郡藤原町滝ムムム
(3 x x x x) 

一次協力会社でも三次協力会社でも

くあなたが働いている--会-社μ 澗� F係γ所属の会社名を記載します。

事業者名�  (一次)大山建設鮒� -----雇用年月日 昭和� 49年� 6月 山 日

所属会社 (仰山下車f1 晴----

雇用契約書 cr.; 取り 交わし豆� ?t 2. 未だ 職 種 明 枠 工

(アンケー トにお答え下さい)� 

---------
一人親方、事業主又は事業

主の家族労働者，;t.r労働

あなたは一人親方 中小事業主ですか� J----~ く乞 いい三〉 者Jと定義されず、当社の

1.にOを付けた方は、労災保険に特別加入していますか。� .- l している� 2 未加入
労災保険を使えません。

-あなたは建設現場で働きはじめてどのくらいになりますか。 1. }年以内 2 }-3年� ~ 3 年長b
-あなたは健康診断を受けましたか。� q 受け互)(H幻 年� 4月)� 2 受けていない

-あなたの最近の健康状態はどうですか。 よいQ まあまあであ主::> 3 あまりよくない

この現場へ来る前に事業主から送り出し教育を受けてきましたか。� Q !ま0) 2 いいえ

〈資格について〉

技能講習 ロガス溶接 口玉掛け 口コ ンクリー 卜破砕器 口地山の掘削 口石綿

(作業主任者・作業者) 口有機溶剤l 回型枠支保工の組立て等 口足場の組立て等 口ボイラー取扱

口コ ンクリ ー卜造の工作物の解体等 回酸素欠乏危険 口その他� (

技能講習 口� 1 t以上� 5 t未満の移動式クレーン 口� 3 t以上の車両系建設機械� 

(運転士) 口� 3 t以上の自走する基礎工事用機械 口� 3 t以上の解体用機械

口� 1 t以上の不整地運搬車 口10m以上の高所作業車

口� 1 t以上のフォークリフト 口� 1 t以上のショベルローダー

口その他� (

特別教育 口酸素欠乏危険作業 口� 3 t未満の車両系建設機械 口3 t未満の自走しない基礎工事用機械� 

(運転者・作業者) 口ローラー 口コンクリート打設用車両系建設機械 口� 3 t未満の解体用機械

口不整地運搬車(lt未満) 口10m未満の高所作業車 ロボーリングマシン

口フォークリフト� (1 t未満) ロショベルローダー(lt未満) 口巻上げ機

口建設用リフト 口� 1 t未満の玉掛け 口ゴンドラ

回アーク溶接等 回研削といしの取替え等 回電気取扱

口その他(

古誓約書

・私は、上記の現場で新規入場者教育を受けました。

-作業所の道守事項や安全基準を遵守し、自分の身を守り、また周囲の人の安全にも気を配り作業しま

す。

-どんな小さなケガでも必ず、当日に報告します。危険箇所や有害箇所を発見したときは、直ちに安全衛

生責任者若しくは、元請職員等に連絡します。

-個人情報の取扱いについて、了承しました。
回答者自筆サイ ン 山中隆三�  @ 
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『新規入場時等教育実施報告書』の目的・主旨

当様式第� 7号を提出する目的は、下請業者の作業員が所定の安全衛生教育を受け、現場に入場させることを元請業

者に報告するために提出するものである。

なお、安全衛生教育を実施するにあたり、「元請業者は教育を行う為の施設、資料の提供を行わなければならない」

ことが労働安全衛生法で定められている。[第30条のとおり]

下請業者の作業員に対する安全衛生教育は、労働安全衛生法において個々の事業者の責任であるo 

O雇入時の教育、作業内容変更時の教育及び危険有害業務に従事する者の特別教育

[労働安全衛生法 第59条のとおり1 
0職長等常時現場にあって部下を官接指揮昨皆する者の教育[労働安全衛生法 第60条のとおり]

※以下に特定元方事業者の講ずべき処置、請負人の講ずべき処置、雇い入れ時等の教育を示した。

[労働安全衛生法 第30条1(特定元方事業者等の講ずべき措置)

特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同ーの場所において行われることによって生ず

る労働災害を防止するため、次の事項に関する必要な措置を講じなければならない。

一、二、三省略

四 関係請負人が行う労働者の安全又は衛生のための教育に対する指導及び援助を行うこと O

五 省略

六 前各号に掲げるもののほか、当該労働災害を防止するため必要な事項

[労働安全衛生規則 第638条1(教育に対する指導及び援助)

特定元方事業者は、法第30条第� 1項第� 4号の教育に対する指導及び援助については、当該教育を行なう場所の提

供、当該教育に使用する資料の提供等の措置を講じなければならない。

[労働安全衛生法 第32条1(請負人の講ずべき措置等)

第30条第� 1項又は第� 4項の場合において、同条第� 1項に規定する措置を講ずべき事業者以外の請負人で、当該仕

事を自ら行うものは、これらの規定により講ぜられる措置に応じて、必要な措置を講じなければならない。� 

2項以下省略

[労働安全衛生規則 第35条1(雇い入れ時等の教育)

事業者は、労働者を雇い入れ、又は労働者の作業内容を変更したときは、当該労働者に対し、遅滞なく、次の事

項のうち当該労働者が従事する業務に関する安令又は衛生のため必要な事項について、教育を行なわなければな

主主ど4 ただし、令第� 2条第� 3号に掲げる業種の事業場の労働者については、第� 1号から第� 4号までの事項につ

いての教育を省略することができる。

機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関すること O

一 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法に関すること。

ニ 作業手)11買に関すること O

四 作業開始時の点検に関すること O

五 当該業務に関して発生のおそれのある疾病の原因及び予防に関すること。


六 整理、整頓及
とん

び清潔の保持に関すること。


七 事故時等における応急措置及び退避に関すること
O

人 前各号に掲げるもののほか、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項� 

2 事業者は、前項各号に掲げる事項の全部又は一部に関し十分な知識及び技能を有していると認められる労

働者については、当該事項についての教育を省略することができる O

[参考]I新規入場時教育」と「送り出し教育」� 

.I送り出し教育」は、法律に規定されているわけではないが、労働安全衛生法に定められた作業内容変更時

の教育にあたり、事業者が作業員を新規現場に送り出す前の現場の状況を予知し、「新規入場時教育」の前

に潜在している危険の芽を把握することができる。� 

.I送り出し教育」を実施することにより、「新規入場時教育」の内容を簡略化でき、現場における教育時聞が

短縮され、職長が現場を離れる時間を短縮することができる O 
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l参考様式第� 5号|

作業間連絡調整書

作業打出安全衛生指示書《作業間連絡調整}� 1間引 夏川� 122i!日;u 問者 1，(t:JiM 1 佐藤ー |
週間重点安全衛生実施事項|月間重点安全衛生実施事項I水曜日)日 (U月7年23平成打合日

実作業日 平成� 23 年� 7 月 却 日 (木曜日)� I 確認点検欄

協力業者会社名� |職種� |
作業員|危険ク業の名称、及び各~ - ~ ~ 

| 
<危険予測>

l
職長| 実施の確認� 1 (計画と実施、施設 行動等に対する)

l
是
-
正

|種免た資格の名称 (下 | 作業内容 |確認者
人数|記、同番 号でも可) |安全衛生品質環境指示事項|確認|良否 |確認者 | 是正指示指導処置 |確認日| 

時?Jロl一一 位一一一L

I⑪ |材料・搬入及び31栴!ぷ配筋 |オ、カ� I1

，
i1111 I0 I佐臨

f.
!1-l←型~!~"1 ，，， ...~'~...... 1竺一一 一一 一 一 一一一L~.tJ.号平作担主一一ー 一 一 一一一一一一一 l一 言~ーマー
鉄筋� I 8 

.日.1......竺� L誠 一MmEfJ戸内� げ(::世trt-t男子ぞー主円� ，~ 0)向付与ιfJEL- 一一?一一 一一一一一
加納鉄筋� |

山村・J-.建� Ii江� :I 4 いI' @ 南N(~)ID~IU作業 |立入禁止のj昔担を行うこと� ILU1'・J I0 I位藤� 

KY~守備 I0 ・長)Jn第三者侵先議場両出入誘噂I; I-" I1 I~ | I)J1* I
佐j陣

朝礼時、周知 指示事項及び混在作業・調整事項� | 行事・ パ トロール 搬入・その他� | 統責者 巡視記録� | 是正処理・報告 |確認者 

1. クレーン下の立入禁止 |鉄筋搬入� |時刻. 内容・� 

2. 掘削作業|時の立入禁止 時刻. 内容.� 

3.捌削作業時の作業ヱ任者車接指導 時刻田 内容 ・� 

4. 第三者優先誘導(安全確認) 時刻目 内容・

時刻. 内容.

時刻. 内容� .

時刻� : 内容� :

安全指示事項

ア、正しい服装 ・保護具の完全着用。イ、安全通路の確保をすること。ウ、� KYKミーティングの実施。
工、作業終了時の後片付を行うこと。オ、玉掛け作業は有資格者が行うこと。カ、吊り荷の下には入らないこと。 [統括安全衛生責任者代行任命書] 1-8辺 盤
キ、 電動工具の持込許可を受けること。ク、上下作業は禁止すること。ケ、高所作業は安全帯を使用すること。
コ、脚立足場は� 2枚重と ゴムバン ドを結束して使用すること。 統括安全衛生責任者としての職・責務代行を上記の者に委任する。

資格略号抜粋� 委任期間 自 平成� 23 年� 7 月� 29 日� 8 時から

① 地山の掘削� ② 土止め支保工� ③ 型枠支保工 ④足場の組立等� ⑤ 鉄骨の組立等� ⑤ コン クリ ート工作物解体� ⑦ 有機溶剤作業� 至 ギ成� 23 年� 7 月� 29 日� 17 時ま で
③ 玉掛け� ① 車両系建設機械� ⑮ ショベルローダ一、フォークリフト� ⑪ 不整地運搬車� ⑫ l出所作業車 ⑬移動式クレーン ⑪床
上操作式クレーン� ⑮ コンクリート解体用ブレーカー� ⑮ コンクリート打設用車両系建設機械� ⑫ アーク溶接等� ⑮ ガス溶接⑬ 研
削・といしの取替え等� @ ウインチ操作� @ 石綿 平成� 23 年 7 月� 28 日

*記入上の注意 統括安全衛生責任者 夏川 重量
①同一協力会社で作業場所、作業内容が著しく異なる場合は、 各々区分の上記入する。 ※よ記の期間、統括安全衛生責任者としての職・責務を代行します。
②安全当番は、該当する作業に対し、安全衛生指示事項を記入すること。
@作業・安全衛生指示書は、記入を終えたらコピーして協力会社に必ず配布する。 平成� 23 年� 7 月� 28 日

@統括安全衛生貨任者が不在の場合、指名を受けた代理人が責務を代行する。 回.ill. 重2 
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『作業間連絡調整書』 の目的及び主旨

建設工事は多くの下請業者が混在作業を行っており、工事の進捗に伴い作業内容、作業状況、危険

個所が日々変化している。

このような工事の労働災害を防止するためには、下請業者相互の連絡を密にして、全ての関係請負

人が常に工事の危険個所等の状況を把握し、作業間の調整を図る必要がある。

そのため、作業工程打合せに基づいて、作業内容、作業上の留意点、元請指導事項等の確認と後次

請負人への周知を行わせるために「作業関連絡調整書」が必要となる。

(統括安全衛生責任者)

安衛法第15条

特定元方事業者は関係請負人の労働者の混在作業によって生ずる労働災害を防止するため、盆t重

安全衛生責任者を選任し、第30条第 1項 (作業聞の連絡調整ほか)を統括管理きせなければなら

立ど♀


(安全衛生責任者)


安衛法第16条

統括安全衛生責任者を選任すべき現場では、全ての関係請負人(下請業者)は、安全衛生責任者

を選任し、 「安全衛生責任者の職務 |を行わせなければならない。

(安全衛生責任者の職務)


安衛則第四条


安衛法第16条第 1項の厚生労働省令で定める事項は次のとおりとする O


統括安全衛生責任者との連絡


統括安全衛生責任者から連絡を受けた事項の関係者への周知


統括安全衛生責任者からの連絡事項の実施についての管理


四 関係請負人が作成する作業計画と、特定元方事業者が作成する計画との整合性を図るため

の統括安全衛生責任者との調整

五 混在作業による危険の有無の確認

ームe 

/¥ 仕事の一部を再下請させる場合は、後次請負人の安全衛生責任者との連絡及び調整 

(特定元方事業者の講ずべき措置)

安衛法第30条

特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同ーの場所において行われるこ

とによって生ずる労働災害を防止するため、次の事項に関する必要な措置を講じなければならな

し、。

作業聞の連絡及び調整を行うこと。

(作業聞の連絡及び調整)

安衛則第636条

特定元方事業者は、法第30条第 l項第 2号の作業聞の連絡及び調整については、随時、特定元方

事業者と関係請負人との聞及び関係請負人相互間における連絡及び調整を行なわなければならな 

Oし、 
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|全建統一様式第8号� |
安全ミーティング報告書

， 

一 次 請 負

会 社 名
大IIJ建設(同

冗 請確認 欄

統賞者 冗管者 工事担当者

施工会社名 側山山工務l占� 

T合せ日 平成� 23年� 8 月� 10日� (水)
職長 氏 名� I倒� J斗健児

作業日 作業場所 作業 内 容 作業 方法 作業人貝� 

(し、つ)� (どこで・・)� (なにを・・・・・・) (どのようにして 設備 ・機材を使用して) 予定 実施� 

8 10 荷降し場所 鉄筋のi苛降し、術品11
移動式クレーンを使ってils般車から制lみ立� 

て場i9r~こ荷揚げ 2 2 

2階スラブ 治協の組立て 担いで小i1!!搬する む

作業に必

要な資格

及び配置

作業主任者 玉 掛者�  0000 

作業指揮者 合図者

吊1)街の下に人を立ち人らせないこと� 

2 安全衛生責任行(Jlti}:長)は‘安全情の使用を確認、寸ること� 

3 安全衛生一責任者(職長)は、鉄筋のf<lf揚げ場所の維認と世き々を指示すること

、� 

J 

リスクアセスメン卜作業手順書の内容を確認して記入の事� (判定が<回、囚>コ最優先の対策実施判定がく図>コ優先的対策実施のこと)， 
予定作業に対して こんな危険がある 宜篤皮主'百能性丁 言{占E干E 

書干 危険に対してこのようにする
頂篤度 '司能↑生ー価評占

評 実施の

施実� 
(["-するとき、~になる。Jと記載する) iiffi (リスク低減措置) 価 確認� 

① 荷揚げ作業Ijl、床の端から墜落する 国 手すりの先行設置を惚認する 3図し 3 3 6 21] J 
た

ス ② 移動時にmJ門部から犠落ヰる� 311 '1図� mJ日産1¥周りでは背をげiJげて作業しない� 3I1 4同� J 
ク
ア� ③ 運j納得に転落する� 312 5回 長尺物/;J:2人� l組で運搬する� 211 3図� J
セ 畠� A 
ス
メ� ④ 山 の 見 …示すことにより りス引醐曜の効果うン

ト� ⑤
撲を行う者に伝えることができる6

職 口川笥寺齢別者指、示〉年少者� |高所作業禁止
長� 

Ti{tの
作業場…床 刊 説、細繋溜贈っ措 ゐ� UZ5崩 ししない]

事認 足場の作業前の点検(手摺、 異常 た、しない]

項 体調不良者〈寝不足 顔色 任豆〉項亙主財 等〉の確認を[<CIYない]

グ全安す予知号香t分に白� e 

，・.‘ 

J.3f:000 
，・.、 ，� "‘ "ー‘� :1: :3‘ '・

出る�  '‘}::~ 000 000 :て000 ‘‘，，' ‘、・ー"
，"‘‘ "・‘‘ 

席者ミ事� 
l 号 ー‘.，' -‘ ‘‘.，' ‘司.司・ ‘‘‘，-晶， 

，"‘ ，・句、 "・・. ‘ー ，� "‘‘ ，・・‘ 
サテ をの� {3jooo }:.:000 

' ・.司 .' 

イイ 記危険� 
. ‘・・" ‘、‘・" 喝‘・' ‘‘ー，-晶， 

"ーー‘‘ ，"‘‘ "・、‘ . "・・‘ . "・.‘‘ 
ンン 入� ‘‘ ‘‘・.' ‘司，，'� .....，. 句'..... ‘、‘・'晶， 

lIU布IJ[の見積り2遊館 可能性の見積り基準 危険性又は有害性の評価と危険度の判断基準

受傷程度のJ11篤皮の見積基準 点数 災害発生の可能性の見積基準

極めて豆大(死亡 障害) 3 極めて高い(よほど注意力がないと

重大� (休業災主iO 2 
負傷する)

経徹(不休災害)
可能性がある� (注意していないと負
1i¥する)

ほとんどない(注意しなくてもほと
んど負傷しない)

本日 の作業を安全に終了しました

氏名

点数 評価点の見和り 評価 判定� 

3 3+3 6 二今
直ちに解決すべき問題が

国即座に対策が必要
ある� 

2 
3+2、2+3 5 二今� i1l大な問題がある 囚抜本的対策が必要� 

2ト� 2、lト� 3、3+1 4 二今 かなり問題がある 回何らかの対策が必要� 

1+2、2+1 3 二今 多少問題がある 回現時点では必要なし� 

1+1 2 二今 問題少ない 圧対策の必要な� L 
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|全建統一様式第 9号� | 平成2:3年� 7月� ]8日

}寺込会社の現場

代理人(現場

怪者)でもよ�  

L、。

一 次会社名 犬111建前開�  / 

持込会社名�  / 
(二 次) 胸111m1.務自 / 

代表者名 問品健児 ~ @'@ 

電話 ():~ 一 034 1 - x x x x 

事 業所の名称 八重洲建設(附丸の内ピル作業所

所長名 夏JlI二 郎 殿

このたび、下記機械等を裏面の点検表により 、点検整備のうえ持込・使用しますので、お届けします。

なお、使用に際しては関係法令に定めら れた事項を遵守します。

使用会社名
公証性能を記入、 ~J えば移動式クレー

代表者名

ンの得合、短大吊り上げ荷重、作業半� 

@株式会社山下組 (二次) 径を記λ� 111 ド 三 自I~
、

ー伽糊名人 管 理番号
を記入 名 称 メーカ ー 製造年

(整理番号)

、 移動式
中央区重機l附

使用会社の現場代
機 帯主

クレーン�  
25トン� xlOm

理人でもよい。� II6年 日.--，， 110 

-----持込年月 日� H23年� 7月20日� (時間 首1土・リースの区別

使用 場 所 地枠組立現場
理番号を記入

自社�  d三3搬出予定年月日�  II幻 年� 10月羽 田

運転者 氏 名 資格の種類

( 取 扱者)
(正) 品川|五日IS 大型 I峰 、 持動式クレーン免許可¥ 当該作業に必要な免許

クレーン高所作業車等

ト
、、、¥ 資格等を記入、書きき

の年次検査日を記入� k (副)大 111有六自I ~ 大j~~ 1種 、移動式ク レーン免許 れないときは次の欄を

元rLL• 年次 �  H22年� l↓月20日
使用する。

検主自効有期
移動式クレーン 自動車

'--・E・-

期 月次�  FT~3年 6 月 20 日 等の性能検査有�  H23年� 11月初 日 検査証�  lf23年11月初 日

査限
特定�  y 年月 日

効期限 有 効 期 限

日両系建問フオーク レ/
対人� 100，000千円 搭乗者�  10，()OO千円 有効期限

フ ト等について記入
加入額

任意保険 対物� 3，000千円 その他 車両5，000千円 日23年� 11月30日

接触防止措置等 セ←フテイ七ンサー を取り付!tる� ¥¥¥  

機械等の特 性 ・ そ �  -アウトリガーは全張出し と し、 ピンを入れて下 さい ，

の 他 そ の 使用上注�  • I'fJり荷の附.m:を剖� i則する場合は、エ ンジン をふかさず、

意すべき事項 ゆ っく り巻き上げ メー ター を読んで下さい。

機械の貸与会社が、安
-吊 t)上げる反対の方向lで操作 して 下さいυ

全作業上注意すべき事� / 4 ・AMしキ ー は作 業所長に 頂けて下さいa /1元請受付不番号要� I
項を記入� //業者記入

元請確認欄 受付香ラ/ 受付確認 可

担� i// i 
当 倍。 lJ23年� 7月19日� c@
者

所有会社名�  

1¥1'dI11Jース<<1j

移動式クレーン等

点検事項

!巻 過防止 装置

安全
過負荷防止装 置

フックのはずれ止め装
置 起伏制御装 置� 

A 旋回 世 報装 置

ク 王 巻 令市 巻
レ

市IJ
起 伏 方主 回

ン
御装 クフツチ

音日
フ‘レーキ・ロック

置( 

上 ン ブ
旋者[¥

作装業
滑 車

体固 フック ・ノてケット
置

ワイヤロープチェーン

玉 掛 別 具

そ
十柔 作 装 置

の ↑生 能 表 刀Z

他 日召 明

ブ レ キ

走行部

ク フ ア チ

ノ、 ン ド� lレ� 

B 
タ イ ヤ

車 ク ロ フ
両

警 報 装 憶
部� 
( 各 種 、、、

フ
下

方 向 指 刀Z 器
部

走行体
安金 A円iJ 後 日召 士丁

装 左折プロテ クター�  
) 

慢等 ア� 'J 卜 ガ ー

昇 降 装 置

ベ ツ セ� jレ

後方監視装 置

突 り よ つ� 
C 作 業 床
ゴ
ン� J手 降 装 置
ド F庖r兎� 

kメr.. 装 置
フ

ワイヤ・フ イフライン� 

(a) 
検占 年月 日

検者占
日� HZ~ ・ 7 ・ 1 7

所有会社の出品詰責

任者でもよいe

点検結果� 

(a) (b) 

J 

J 
各種� 

J 
ロ� 

J D ツ� 

J 安全
ク� 

J 装� 

J 置� 

J 

J 

J 

、/� 

J 

J 

J E 
J 

作業装
ノ� 

J 置

、J 

J 

J 

J 

J 

J F 

走T部T
、/� 

J 

J 

V 

J 

J 
G 

気電

装
置� 

H 
そ
の
他

品 川 | 五良II(~ (b) 
検占

日

、� 

‘¥ 代 表者名、
品 111 i大� !'l11

車両系建設機械等

点検事項

旋 回

バケット

ブーム・アーム

瞥 報 装� l宣

ア ウ 卜 ガー

ノ¥ ツ ドガー ド

日召 明

操 ヂド 装 置� 

.1¥ケット・フーレード

ブーム アーム

ン ブ、

ダ

ハンマ・オーガ・パイプロ

油圧駆動装 置

ワイヤロー プ ・チェー ン

吊 り 具 等

滑 車
フ、 レ キ

駐車ブレーキ

プレーキロ ック

ク フ ツ チ� 

t呆� f従 装 置

タ イ ヤ 鉄輪

ク ロ フ

自己 電 盤

自己 五泉

絶 縁

ア ス

年月 日
検者占� 

1事

点検結果� 

(a) (b) 

@ 

松械名�  

(1) クレー ン� 

(2) 移動式クレーン� 
(3) デリック� 

(4) エレベーター� 

(5) 建設用リフト� 

(6) 出所作業車� 

(7) コンドラ� 

(8) ブル・ドーザー� 

(9) モーター ・グレーダー� 

トラ クタ ーショベル0)(1

ーTスクレーノ� 2)(l

3) スクレープ ドーサ'ー 

(14) パワー・ショベル� 
(15) ドラ グ，ショベル� 

(油圧シ ョベル)。θ ドラグライ ン� 

(1司クラムシェJレ

(1剖パケット掘削機� 
(19) 卜レンチLヤー

関 コンクリー ト圧砕機� 

(2D くい打1段
，22 くい抜機� 

23'アース ドリル

凶 リパース ・サーキュレー
ション・ドリル

仰せん孔機

筋! アース・オーガー
信1) ペーパー ドレーン、マシン

担割 地下連続袋施工機械

信司 ローラー

側クローラドリル� 
レジャ ンボJドリ� 1)(3

ロードヘッダー。号
制 アス77ルトフイニッシャ一
例スタピラ イザ

お，ロードプレーナ� 

(36; ロードカッタ -

m コンクリー卜吹付機� 

'32) ボーリングマシン
白骨 重ダンプトラック

割印 ダンプトラッ ク

前Il トラック ミキサ一

助育制く草� 

~3: 不整地運搬車

制) コンクリ ートポンプ車

附その他

fi't機ずり(11)

(1

(注)1 持込機械等の届け出は、当該機械を持ち込む会社(貸与を受けた会社が下請の場合はその会社)の代表者が所長に届

け出ること 。� 

2 点検表の点検結果欄には、該当する箇所へJ印を記入すること。� 

3. 自社の点検表にて点検したものは、その点検表を貼付する(転記の必要はなし。)。� 

4 機械名(1)から(6)まではA、B欄を、� (7)はC欄を、� (8)から倒まではD、E、F、G欄を、倒から同まではB欄を、例は� 

B、D、E欄を使用して点検する こと。� 

5 点検結果の(a)は、 機械所有会社の確認欄とし、� (b)は持込会社又は機械使用会社の確認欄とする。元請が確認するとき

は、� (b)!閣を利用すること。� 

6. t曇内鎖入後、持込機械届漬証を当該機械に貼付すること。� 

7.直近に実施した特定� (年次)及び月例の定期自主検査帳震の写し、任意保険(移動式クレーンの場合)の写しを必

ず添付すること� 

8.資格を必要とする建設機械窪転者等には作業中、必ず運転免許等の資格涯を携帯させること。� 
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使用届

平成23年� 7月� 18日 (1) クレーン
機械名�  

(2) 移動式クレーン� 
) デリック� 

(4) エレベーター� 
) 処設mリフト� 

(3

(5

(6) i(':j所作業率� 

(7) ゴンドラ� 

(8) ブル・ドーザー� 

(9) モーター グレーダー� 
トラ クターショベルω(1

(11) ずり稿!幾� 

持込会社の現場

代理人(現場責

任者)でもよ

事業所の名称 八霊山|建設附丸の内ヒル作業所 一次 会 社名 大111建設仰 スク レーノ)2(1

スク レーフ. ドー吋3)(1

Tー� 

所有会社名 代表者名 任者でもよい。� 

tWtJJ H!.'[務前 問� ).b ~J:. ~\.i〆/ 窃:

移動式ク レーン等 車両系建設機械等

点検:Ct項
点検結果

点検事項
点検結果� 

(a) (b) (a ) (b) 

巻 過防止装 置 方定 回� J 

安会袋
過負荷防 止 装 置

種各
パケット�  J 

フ ッ クのはずれ止 め ブームーア ー ム� J 
ロ

箆 起 伏制 御装 置� D ツ� 

A 旋 回 世 報装 慣 安全
ク

ク 主 巻 ネ市 巻
レ

装

制
起 伏 旋 |司 置 警 報 装 置� J 

ン
御装 クフツチ ア ウ ト ガー�  J 

昔日
ブレーキ・ロック ド ガ ー ド� J

置
ノ¥ ツ

上 ン フ、 日召 明� J 

旋部
作業装滑 車 操 イノF 装 置� J 

体国 フ ック・ノてケット ノてケ ット・ プ レード 、/
置 ワイヤ ロー プ -チェーン ブー ム・ アーム�  J 

玉 推ト 用 具� E ン プ� J 

そ
j象 作 装 置

作装業
ダ� J 

の ↑生 自白 表 刀て ハンマ・オーガ目パイプロ� J 
イ也� 

H? 明 置 油圧駆動装置 〆
フ レ キ ワイヤロープ ・チェーン ゾ

走
ク フ ツ チ 吊 り 具 等� J 

T部7 
ノ、 ン ド� jレ {骨 車� J 

B タ イ ヤ フ レ キ

車 ク ロ フ 駐車ブレーキ
両 本~f 卒R 装 置� F ブレーキロック
部

各 種 ‘、、、 フ
走

ク フ� y チ( 

行下 |方 向 指 刀て 器 音日 j桑� 1説 装 置
部
走 安メ立¥Z ~U 後 日召 士丁 タ イ ヤ 鉄輪

行体 装 左折プ ロテ クター ク ロ 一 フ

等置 ア ウ ト ガー 自己 電 皇室

昇 降 装 置� 
G 

自己 品世
電� 

<< ツ セ� lレ
気装 市色 縁

後方監視装置
置

ア ス

予言 り よ つ� 
C 

イ乍 業 床ゴ� H 
ン 昇 降 装 置� kζ7 
ド

電 気 装 置 の
フ 他

ワイヤ・ライ フライン� 

(a) 
検占 年月 日

検者占 岩手三日i~ ⑥ (b)
検占 年月 日

検者占� @ 
日� H23・7・17 日

パワー・ショベル4) (1

(15) ドラグ・ショベル

(油圧ショベル)� 
ドラ グライン� (1θ 

(17) クラムシェル� 

(t日パケ�  7ト掘削機

トレンチャー。叫
コンク リー卜圧砕機� 位。

¥2U くい打機� 

(22~ くい抜機� 

í~: アースードリ ル
凶 リバース・サーキュレー

ショ ン ドリル

伺せん孔機

。同アース オーガ一
レ ン・マシンペーパー・ ド位司

側地下連続盤施工機械� 

(29iローラ-
(30) クローラドリル� 
(3t) ドリ ルジャンボ

ロードヘッ ダー白語
同 アスフアルトフイニァシャー
凶スタビラ イザ

プレーナロード。司
倒ロードカッター� 

G7I コンクリート吹付機
関 ボーリ ングマシン
白世重ダンプ トラ ック

駒) ダンプ トラ ック� 
クミキサーγトラ� 1)(4

倒散水車

同不整地逮H車

制) コンクリー トポンプ車
同 その他

(注)1 持込機械等の届け出は、当該機械を持ち込む会社 (貸与を受けた会社が下請の場合はその会社)の代表者が所長に届

所 名 夏川二日�  殿 持込 会社名�  11長
(τ 次� ) 附山1111:務lh

7 

1代 表 者 名 |出 品 位 児 重量� 

公証性能を記入、例えば車両系建設機� '

械の場合、機械重量、パケット容畳等� |電 話 O~ -0341 -x x x x 
を記入� 

このたび下記機械等を裏面の点検表によ ぷ 点検整備のうえ持込使用しますので、お届けします。

なお、使用に際しては関係法令に定められた事異を遵守します。

使用会社名�  

IIIIIIx;r;方自(て次) ¥ 忠告3F11間島憧ノ己�  ⑫j[

管理番号製造年1:=:r....-~l=tl..J名 事官 メーカ ー 規格 性能
(整理番号)

ドラグショベル 機体重~ 5トン
械� I(クレ←ン機能|港区機械(蜘

パ ー ん l

い川17年--'-.-J---..-101.
機
パケット要領�  O.22lT!パyクホウ) _

白 叫
持 込 年 月 日 IIl23年7月20日 地山掘削作業にi

J持込会社の� I1 11 

川 管理番号を 門戸 リースの区別
使用場所

土止め支保ム現場 |記入� jl~ リース搬出予定年月日�  IH23年� 10月31日 l

運転者�  | 氏名 資格の種類

車両系建設機!被� (
移動式クレ ン免計三等

畿地等)運転技能講習は� t以ヒ)、
， 扱者)�  I、(止)岩手二 郎
|クレーン高所作業草等の� ; 

|年次検査日を記入 卜¥(明)山 LH 岡山l
車両系土色投機械� L控地等)運転技能講習(:~叫!~.よ }
移動式クレーン免許等� ¥ 

| 作業に必要¥f 免
入

一

な

記

一

年11月初 日
移動式クレー ン 自動車 許資格等を

年� 6月20日 等の性能検査有 IIl23年� 11月30日|検査証�  III23年� 11月30日

査限.I 効期限 有効期限
|特定�  I ~ 年月日

l l車両系建設機械フォークド� ~_ ~..r 対人� l00 側 千円|搭乗者�  10.000千円|有効期限りフト等について言記入� 
.J
I 
加入額ト

I

任意 保険対物�  刊� O千 円 | そ の 他 �  |車両5，000千円| 四 年四 割)日
 

接触防止措置等 |セーフティセンサーを取り付ける�  ¥ ¥ ¥[車
 

[機械使用会性に士j寸るメッセージ(機械所有会社記入lJ
l 他


意すべき事項� 

「 )i誤詳2
F?F
箆
(L

機械等の特性・そ I.fJJ'の吊りよげの作業について一定の合凶を定めるとともに、令Izlを行う者を け出るこ と。� 

の他その使用上注�  | 指名して、その背に合同を行うようにしてドさい。� 2 点検表の点検結果樹には、 該当する箇所へJ印を記入すること。� 

| 
|


・吊り� lけたMtと接触又はf1Jり 上げた怖の裕� 1により労働者・に危険が生じるおfrrケヒ� '-

t寸;竺ケ
 kて1! l 

)。転記の必要はな し。自社の点検表にて点検したものは、その点検表を貼付する (3 

4 機械名(1)から(6)まではA、B欄を、� (7)はC欄を、� (8)から(刻まではD、E、F、G欄を、 倒から附まではB欄を、例は� 

|ト斗芝忠弘叫与詰主」32詳?2z2
史虫町
TE
町?訪
 3
……一る州例………せ……安念剣
出誌5All;;;;1叩揺;立?開出詩出号出?笠恕f3メ
 忠:t2抑22::2
4出広椛 た
 言語詰獣2z叡:票翠:慧獣� ]
 B、D、E欄を使用 して点検すること。� 

5.点検結果の(a)は、 機械所有会社の確認欄とし、� (b)は持込会社又は機械使用会社の確認欄とする。元請が確認するとき

は、� (b)欄を利用する こと。� 

元請確認欄�  | 受 付番号 ~r 受付確認者/ 6.土器内掛入後、持込機械届済証を当該機械に貼付すること� 

7.直近に実施した特定� (年次)及び月伊jの定期自主検査鍍票の写し、任意保険(移動式クレーンの場合)の写しを必

@ 3 IH23年7月L9日� (⑮

， 
ず添付すること。� 

8.資格を必要とする建設機械運転者等には作業中、必ず運転免許等の資格証を携帯させることる
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『移動式クレーン・車両系建設機械等使用届]の目的及び主旨 

l 事業主は、危険を防止するために、下記の労働安全衛生法第20条に基づき、実際に使用する業者

が元方事業者に対し、工事に適した整備された機械を持ち込み、入場時の確認を受けることによ

り、使用に際する機械災害の未然防止を図る目的で、持ち込む前に届け出するものである。 

2.機械等の使用に際しては、元方事業者、関係請負人かを問わず、持込・使用会社が労働安全衛生

法上の事業者として、同法を道守しなければならない。 

3.元方事業者は下記の「労働安全衛生法第29条Jにあるように、統括管理上、全ての持込機械の掌

握管理を行う必要がある。 

4. 機械等の貸与者は、他の事業者に貸与(リース車を含む。)する場合は、労働安全衛生法第33条

に基づき、労働災害を防止するために「機械等貸与者の講ずべき措置(安衛則666条)J及び「機械

等の貸与を受けた者の講ずべき措置(安衛則667条)J を道守しなければならない。

※持込楓械とは、自社(重層下請分も含む。)の保有機械、リース会社からのリース機械である。

(事業者の講ずべき措置等)

労働安全衛生法第20条

事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。

機械、器具その他の設備による危険


二 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険


三 電気、熱その他のエネルギーによる危険


(元方事業者の講ずべき措置等)

労働安全衛生法第29条

元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反しないよう必要な指導を行なわなければならない。 

2 元方事業者は、関係請負人又は関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反していると認めるときは、是正のため必要な指示を行なわなければなら

ない。 

3 前項の指示を受けた関係請負人又はその労働者は、当該指示に従わなければならない。

(機械等貸与者等の講ずべき措置等)

労働安全衛生法第33条

機械等で、政令で定めるものを他の事業者に貸与する者で、厚生労働省令で定めるもの(以下

「機械等貸与者」という 。)は、当該機械等の貸与を受けた事業者の事業場における当該機械等

による労働災害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

2 機械等の貸与を受けた者は、当該機械等を操作する者がその使用する労働者でないときは、当

該機械等の操作による労働災害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

3 前項の機械等を操作する者は、機械等の貸与を受けた者が同項の規定により講ずる措置に応じ

て、必要な事項を守らなければならない。 
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Oリース会社(機械貸与者)は「機械等の貸与者の講ずべき措置J(安衛則666条)を道守する O 

l 	点検、整備

・機械をあらかじめ点検し、異常を認めたときは、補修その他必要な整備を行うこと� O 

2.書Hu交付


-機械の能力と特性、その他使用上の注意すべき事項を、機械を受ける者に通知する
O

。機械を貸与された者は「機械等の貸与を受けた者の講ずべき措置J(安衛則667条)を遵守する O 

1. オペレータ(機械等を操作する者)が、法令に基づき必要な資格・技能を有する者であること

を確認する O 

2. オペレータ(機械等を操作する者)に、下記の事項を通知する O

①作業内容�  ② 指揮系統� ③ 連絡合図等の方法� 

④ 	 運行経路、制限速度、機械の運行に関する事項


その他、機械操作による労働災害防止に必要な事項


※元方事業者(元請)がリースした場合は、リース会社に代わり上記の措置を行う。

「移動式クレーン・車両系建設機械等使用届」に係る注意事項

-機械を持ち込むごとに使用届を提出し、受付の後、持込機械届済証を持込機械等の見やすいところ

に貼付すること。

-直近に実施した特定自主検査(年次)及び月例の定期自主検査帳票の写しを添付する 0

・任意保険(移動式クレーンの場合)の写しを添付する。

-資格を必要とする建設機械運転者等には作業中、必ず運転免許等の資格証を携帯させること。 
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-車両系建設機械等に関する特定検査制度

-建設機械と荷役運搬機械は、労働安全衛生法により定期自主検査が義務づけられています。

労働安全衛生法 (施行令)で指定された一定の機械については、定期自主検査(年次・月次など)

を行う必要があります。これは自動車でいうところの車検制度に似ています。

-特定自主検査とは

定期自主検査を行わなければならない機械のうち、建設機械 (油圧ショベルなど)や荷役運搬機械 

(フォークリフトなど)等、特定の機械については、 l年以内に l回 (不整地運搬車は 2年に l回) 

一定の資格を持つ検査者の検査を受けなければなりません。この検査を 「特定自主検査Jといいま

す。

-特定自主検査の方法

特定自主検査の方法としては、ユーザーが自社で使用する機械を、資格を持つ検査者に実施させる

「事業内検査」と、ユーザーの依頼により登録検査業者が実施する「検査業者検査」とがあります。

-検査済標章 (ステ ッカー)などの発行・管理

検査を済ませた機械には、それを証する検査済標章(ステッカー)を貼付しなければなりません。 

(特定自主検査等の実施年月を明らかにする。 )

1.定期自主検査済標章 

2. 特定自主検査済標章(事業内検査用・検査業者検査用)

-検査記録表の作成・管理

特定自主検査の検査記録は 3年間の保存義務があります。記録表の用紙(厚生労働省監修)を主要

機械別に作成して、頒布しています。

-特定自主検査強調月間の実施

特定自主検査に対する理解と認識を高めることを目的に、毎年 11月を「特定自主検査強調月間」と

定め、厚生労働省・経済産業省後援、各労働災害防止団体協賛で、全国一斉に特定自主検査の普及促進

に努めています。

特定自主検査


検査業者用 事業内検査用
 

4
瓦三

2
一
1

定

ω

河川 
↑

8
u 一

9
一川一一日
一臼 

一一人検査者

銀建飯荷役車両安全後術也会  

特

|

all..M7(労・省情移) 醐奇

6
一5
一 
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• • • • • • • • • • • • 

-移動式クレーンの安全装置(セーフティ・センサー)

<モーメントリミッタ > <長さ検出器> <過巻リミットスイッチ>

過負荷によるクレーンの破損あるいは、 フームの長さを検出し、モー 主 ・締巻フックの巻過を未然に防

転倒等の事故を未然に防止する。 メン 卜リミ ッタに入力する。 止する。� 

‘E 

E 


E-
'

嗣 嗣 圃

-
E

-

・・・--司開..__..-..---..-同・・ M ・_...............・・・・・. 
『� 

E 

' ' ' E 
a

，•• 

，•••••• 
M開胴『圃圃圃圃圃圃圃圃圃�  E 睡圃圃圃圃嗣圃�  M 

<角度検出器>

ブーム角度を検出し、モ メン

トリミッタに入力する。

<荷重検出器>

起伏シリンダの圧力を検出しモ

メン 卜リミ ッタに入力する。� 

<アウトリガー長さ検知器>

アウトリガ張出し長さを検出し、モーメ

ン卜リミッタに入力する。

<外部表示ランプ (過負荷防止)>

モーメン 卜リミ ッタの表示状況をランプの色で

他の作業員等に知らせる。� 

- 68-



第
一

一
式
一 po-

一-
一
�
 

平成2:3年� 7月� 18日	 持込時の点検表一口す一
4
b

事業所の名称

一
挙
水
一

ぺ
』
一

一
考
一

一
参
一

点検平I乳幼年� 7月� 17日

機織 名

1)電動カンナ� 

持込会社の現場 2)電動 ドリ ル� 

代 理 人 で もよ� 3)包11);/Lのこ 
届使用等

具

機
工

織

動

知

電

電等械機込持

L、。 4)グライ ンダ一等� 

八重洲陸部陶丸の|人jビJレ作業所 5)アークi容媛機一次会社名 大山建設州� / 
6)ウインチ

7l発電機� 

8) トランス� 

持(込会社次名) 
(尚山田工務l占� 

〆
/所 長 名 夏川 二郎 殿

代表者名�  I同品位児 (@) 

-0341-xxxx :30電	 話� 

電動工具・ 電 気溶接機等

~点~検~事~項~ー----番--号� 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

ア 一 ス れ世� J J J J J -./ J J J J 

接地ク フ ンフ。� J 

キャ ッ フ。タイヤ� J J J J J 、/� J J J J 

コ� /f、 ク タ� J J J J J 

接地端子の締結�  J ../ J J J J J J J J 

充電部の絶縁�  J J J J 、/ J J J 、/ノ� J 

自動電撃防止装置�  J 

絶縁ホルダ一�  J 

溶 接 保 護 面� J 

操 作 ス イ ツ チ� J J J J J J J 

絶縁抵抗測定値�  100 20 JO() 40 10050 lOO 50 100 100 

各種プレーキの作動� J J 

手す り 固い

フックのはずれ止め� ./ ./ 

ワイヤロープ・ チェーン� J J 

滑- 車� J 

回転部の固い等�  d J J 、/

危 険 表 刀て

そ の イ也

圧力スイ 、y
チ~ J 

三ζ 全 ヂ子� ¥¥ 
J 

H: 力� 言1- ¥ J 
¥、

lその他必要な点

検項目を迫加し

チェ ックする。

9)コンプレ ッサー� 

10)送風機�  

11)ポンプ類� 

12)ミキサ一類� 

13)コンベヤー� 

14)吹付機� 

16

15)ボーリ ングマシン� 

)振動コ ンパクタ ー� 

17)ノ〈イ ブレーター� 

18)鉄筋加工機� 

19)電動チェーンブロック� 

20)その他

このたび、下記機械等を裏面の点検表により、点検整備のうえ持込・使用しますので、お届けします。

なお、使用に際しては関係法令に定められた事項を遵守します。

元請受付番号l 提出会社の管理
業者記入不要 番号を記入、 〆¥�  1 / 

番号 機械名�  ¥
規 z¥管理番号

点検者 取扱者
性 受付番号 出予定年月 日、� 

1123年� 7月初 日
電動JLの、二� LOOV x45UW 秋田一郎 秋田一郎

年月 日� 

200V x7.5kW 7 -2 H23年 7月20日
岩手三郎 岩手二郎2 アーク溶按機� 

250A 年月 日

ウインチ� 
100V x750W 7 -:3 H23年 7月20日

宮城二郎 宮崎一郎3 IOOkg吊十) 年月 日� 

i -4 H23年 7月20日� 
f)(1J:l一郎 秋田一郎4 コンフレ� yサー� 200V x3.7kW 

年月 日

水中ポンプ� 
100V x400W 7 -;) 日記:3年� 7月初 日

山形信 ー 山形信一5 
50ゆxlOm 年月 日� 

7 -() 1123年 7月20日
制高1!..4f!r) 福島四郎6 モルタルミキサー� 20UV x3.7kW 

年月 日

ペルトコンペヤ←� 
2[)OV x1.OkW 7 -7 II23年 7月20日

栃木六郎 栃木六日r~7 
350mm x 7m 年月 日� 

7-8 H23年� 7月20日
群馬ヒ郎 群馬七郎8 ボーリングマシン� 200V x7.5kW 

年月 日

鉄筋liUげ機� 
200V x2.2kW 7 -9 日2:~年 7 月 20 日

埼玉人郎 埼玉八郎9 -22mm 年月 日� 

f1li出Jチムーン� lOOV ><750W 7 -10 II23年 7月20日
秋田一郎 秋旧 一郎10 

ブロ� yク� 0.5トン吊り 年月 日� 

.1OOVの機械は 3芯コ ー ドリール及び� 3 Pコネクタ ー (接地極(.J) を
機械の特性、その他その 水!精 しますので、掩地位付コンセントを支給願いますq

使用上注意すべき事項� .200Vの機器については、分屯体内の取引スイ ッチの指示をお願いじ
ます 。

元請確認欄 受付確認 者

担 (⑮� 'ゐ/当 @ 1123年� 7月� 19日
者� 

E¥一一一
(注)1 	持込機械等の届出は、当該機械を持ち込む会社(貸与を受けた会社が下請の場合はその会社)の

代表者が所長に届け出ること O 

2. 点検表の点検結果欄には、該当する箇所へJ印を記入すること。� 

3. 絶縁抵抗の測定については、測定値� (MQ) を記入すること。� 

4. 持込機械届受理証を持込機械に貼付すること。� 
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持込機械等(電動工具・電気溶接機等)使用届の目的

1.事業主は、危険を防止するために、下記の労働安全衛生法第 20条に基づき、実際に使用する業

者が元方事業者に対し、工事に適した整備された機械を持ち込み、入場時の確認を受けることに

より、使用に際する機械災害の未然防止を図る目的で、持ち込む前に届け出するものである O 

2 	機械等の使用に際しては、元方事業者、関係請負人かを間わず、持込・使用会社が労働安全衛

生法上の事業者として、同法を遵守しなければならない。 

3. 元方事業者は下記の「労働安全衛生法第29条」にあるように、統括管理上、全ての持込機械の

掌握管理を行う必要がある。

(事業者の講ずべき措置等)

労働安全衛生法第20条

事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。

機械、器具その他の設備による危険

一 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険

ー 電気、熱その他のエネルギーによる危険

(元方事業者の講ずべき措置等)

労働安全衛生法第29条

元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反しないよう必要な指導を行なわなければならない。 

2 元方事業者は、関係請負人又は関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反していると認めるときは、是正のため必要な指示を行なわなければなら

ない。 

3 前項の指示を受けた関係請負人又はその労働者は、当該指示に従わなければならない。

持込機械等(電動工具・電気溶接機等)使用届に係る注意事項

-機械を持ち込むごとに使用届を提出し、受付の後、持込機械届済証を持込機械等の見やすいとこ

ろに貼付すること。

-電動丸ノコやグライ ンダーは作業員が個人所有の機械を持ち込むことが多いため、持ち込む際に

は、慎重なチェックを行うように指導することが必要で、ある O

-電動丸ノコ等の電動工具を持ち込む際に、機種の規格性能を確認するために、事前に取扱説明書

を確認し、点検を実施すること。 
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電動工具の安全上の注意事項

①作業場は、いつもきれいに保つ。

-ちらかった場所や作業台は、事故の原因になります。� 

② 	 作業場の周囲状況も考慮する。� 

-電動工具は、雨中で使用したり、湿った場所又は、ぬれた場所で使用しない� 0

.作業場は十分に明る くする。� 

-可燃性の液体やガスのある所で使用しない。� 

③ 感電に注意する O 

④ 	 無理して使用しない。

-安全に能率よく作業するために電動工具の能力に合った速さで作業する。

⑤作業に合った電動工具を使用する。

-小形の電動工具やアタッチメ ントは、大型の電動工具で行う作業には使用しない� 0

.指定された用途以外に使用しない。� 

⑥ 	 きちんとした服装で作業する。

-だぶだぶの衣服やネックレスなどの装身具等は、回転部に巻き込まれる恐れがある� 0

・長い髪は、ヘアカバーなどで覆い安全帽に入れる。

⑦保護メガネを使用する。

-作業時は、保護メガネ を使用し、また、粉じんの多い作業では防塵マスクを併用する。� 

③ 	 防音保護具を着用する。

-騒音の大きい作業では、 耳栓等の防音保護具を着用する。� 

① コードを乱暴に扱わない。

・コードを持って電動工具を運んだり、コードを引っ張ってコ ンセン トから抜かない� 0


.コードを熱・油・角のとがった所に近づけない。


⑮加工する物をしっかりと固定する O

-加工する物を固定するために、クランプや万力等を利用する。� 

o無理な姿勢で作業をしない。

-常に足元をしっかりさせ、バランスを保つようにする。 

⑫ 電動工具は、注意深く手入れをする O

-安全に能率よく作業するために、刃物類は常に手入れを行い、よく切れる状態を保つ。

・付属品等の交換は、取扱説明書に従う。

・コードや延長コードは定期的に点検し、損傷している場合は、補修するか取り替える� 0

・握り部は、常に乾かしてきれいな状態を保ち、油やグリースが付かないようにする� O 

⑬ 次の場合は、電動工具のスイッチを切り、さし込みプラグを電源から抜く� O

-使用しない場合、又は修理する場合。


-刃物、 トイシ、ピット等の付属品を交換する場合� 0


・その他、危険が予想される場合。� 

⑪ 	 静]節キーやスパナなどは、必ず取り外す。

-電源を入れる前に、調節に用いたキーやスパナ等の工具類が取りはずしであることを確認する。

⑬不意な始動は避ける。

-電源につないだ状態で、スイッチに指を掛けて運ばない。 
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-さし込みプラグを電源に差し込む前に、スイッチが切れていることを確かめる。� 

⑬ 油断しないで十分注意して作業を行う 。

・電動工具を使用する場合は、取扱方法・作業のしかた、周りの状況など十分注意して慎重に作業す

る。� 

⑫ 損傷した部品がないか点検する。

・使用前に保護カバーやその他の部品に損傷がないか十分点検し、正常に作動するか、また、所定機

能を発揮するか確認する。

・可動部分の位置調整及び締め付け状態、部品の破損、取り付け状態、その他運転に影響を及ぼす全

ての箇所に異常がないか確認する。


-損傷した保護カバー、その他の部品交換や修理は、取扱説明書の指示に従う
 0

.スイッチで始動及び停止操作のできない電動工具は使用しない。� 

⑬ 指定の付属品やアタッチメントを使用する。

-取扱説明書及びカタログに記載されている指定の付属品やアタ ッチメント以外のものを使用する

と、事故やけがの原因になる恐れがあるので使用しない。� 

⑬ 電動工具の修理は、専門庖に依頼する� o

・製品は、該当する安全規格に適合しているので改造しない。

・修理の知識や技術のない者が修理すると、十分な性能を発揮しないだけでなく、事故やけがの原因

になる。� 
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也 建統一様式第lO号 例� 1 I 

+持込 機 械 届 済 証

機種

移動式クレーン

持込会社名

株式会社 山間工務庖

運転者

(取扱者)

(正) 品� )11 究郎

(副) 大 111奇六郎

使用会社名

株式会社 山 下組

受付年月日

H23 年� 7 月� 19 日� 

受付No 

3 

使用期 間� 
H23 年� f 月� 20 日~

H23 年� 10 月� 31 日

事業所名 建設株式会社丸の内ピル作業所1"1八竜刊

(注)全建統一様式第10号は別途で販売しております。� 

(B 6判 ビニール製裏のり貼付式)� 

l全建統一様式第間 同2 I 

+持 込 機 械 届 済 証

機 種

ドラグ ・ショベJレ� (パックホウ)

持込会社名

株式会社 山凹工務自

運転者

(取扱者)

(正)山凹二郎

(副)山田四郎

使用会社名

株式会社 山田工務前

受付年月日

Il23 年� 7 月� 19 日� 

受付No 

4 

使用期間�  
H23 年� 8 月� j2 日~

1123 年� 1] 月� 30 日

事業所名 八重洲建設株式会社 よLの内ピル作業所

(注)全建統一様式第10号は別途で販売しております。� 

(B 6判 ビ、ニール製裏のり貼付式)� 
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|参考様式第 7号 |

個人所有の機械であっ

ても、所属会社名を記

載すること。

+持込機械届済証 /

持込会社名 附山  l刊 工 務 府

取扱者 岩手 二 郎

受付年月日

受付  No

使用期間

事業所名

(注)参考様式第 7号は別途で販売しております。

(王子型紙ラベル裏のり貼付式)  
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『持込機械届済証』の目的及び主旨 

1.持込機械届済証については特定された法的な規定はないが、元請として現場内に関係協力会社

がどのような機械を持ち込み、どのような作業を行うのかを把握しておく必要があり、その管理

を怠ると元請として必要な労働安全衛生法第29条、 30条に規定された「連絡調整JI指導・教育」

等の責務を果たせないことになる O 

2. 入場前又は入場時に協力会社が提出する I(移動式クレーン、車両系建設機械等)使用届」及

び「持込機械等(電動工具、電気溶接機等)使用届」を元請が受付した後に、元請からの受付ナ

ンバー及び持込会社・使用会社名等を記入のうえ、持込機械ごとに、持込機械届済証(統一様式

第10号)又は持込機械届済証(参考様式第 7号)に持込機械等の見やすい場所に貼付すること O

これにより、統括管理責任者又は安全当番等が現場内を巡視するとき、元請が受け付た持込機械

かどうか一目瞭然で判別可能となる O

(元方事業者の講ずべき措置等)

労働安全衛生法第29条

元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反しないよう指導を行なわなければならない。

(特定元方事業者等の講ずべき措置)

労働安全衛生法第30条

特定元方事業者は、その労働者及び、関係請負人の労働者の作業が同ーの場所において行われる

ことによって生ずる労働災害を防止するため、次の事項に関する必要な措置を講じなければなら

ない。

五 仕事を行う場所が仕事ごとに異なることを常態とする業種で、厚生労働省令で定めるものに属

する事業を行う特定元方事業者にあっては、仕事の工程に関する計画及び作業場所における機

械、設備等の配置に関する計画を作成するとともに、当該機械、設備等を使用する作業に関し関

係請負人がこの法律又はこれに基づく命令の規定に基づき講ずべき措置についての指導を行うこ

とO


六 前各号に掲げるもののほか、当該労働災害を防止するため必要な事項
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|参考様式第 8号 仰い 工事用車両8	 匝
提出時に必ず、年月� 

Bを記入する。 平成23年� 7月� 19日

用 車両届

事業所の名称 八耳ii-HI建設側丸の内ピ� 1レ 一 次 会 社 名

所 長 名 ノ夏川二郎 殿
使(用一会社次名) 

建設(附111大

(楠山!司工務脂

事業所の名L体い、よt所うf長に� 
間違いのな

隠 I 現(現場場責代任理者人� ----'"問 島 健 児 �  ⑬a'名 現場代理人は、使用会社

所属の現場責任者を記入

すること。

下記の通り 迂 参 ・通勤)用 車両を運行しますので、お届けいたします。

使用期 間� H23 年� 7 月� 20 日� ~ 1123 年� 10 月� 31 日

所 有 者 氏 名 礼有 }事
安全運転

角 回目白男 自家用自動車5台以
管理者氏名 上を使用する場合、札 、

その本鎚ごとに安全

車
型 式 小型トラ ック� (2 t) 車両番号 品川144ね61-0;3 運転管理者の選任が

必要です。

両
車検期間 平成23 年� 6 月 日� ~ 日24 年� D 月� 31 日

氏 名 渡辺悦夫 (正) 生年月日�  S24 年� 10 月� 18 日
運� K¥ 

制叫志茂町3 -72 ト� ¥ 踊手が…舗の後ろに(田町転 住 所

と記入し、� 1台� / 1;名ごとに提出して下きいの
者

免許の種類 普通免許 免許番号�  305お81445601

自
保険会社名 自動火災保険(柑東京支社 証券番号�  0 -96 /160号

日吉 島� 

|、責
保険 期間�  H23 年� G 月� ~ H24 年� 5 月� 31 日

任 保険会社名 第五火災海上保険制東京支相� X時番号�  4854780 

意 自騎資、任意保険棚は記載漏れのないように。

対人�  10.000万円 対物 保険期間を忘れすに記入“� 1.000万円
保 任意保険証書の写しを添付して下さい。

険 保険期間 �  II2:~ 年 月 日� ~ H24 年� 5 月� 31 日

運行経路 自 会社� (神田) 経由 神� |封橋~ 経由 馬場先門~ 至� Jしの|勾作業所

(注)	1 この届出瞥は車両� l台ごとに提出すること。
 
2 この届出番に「任意保険」の証絵 (写)を添付し提出すること。
 
3 運転者が変わった場合はその都度届け出ること。


経路については、協議事項とし元脅から指示された場合提出するa

fJ~lJf.ff1車両凪J 当偽式は、工事を施工するうえで現思 lりに人っている工事政問を元簡が管理付目~)する必要があり ‘ 防力会社カ 
jおいするものです.

出!!}~Jit~ .!.F放が経4"Lt・ 3品会J遅露五一品主ム~}件・保険 ( 白賂校・任J(Ui'~~ムJ主主ÆK記主るc.ru辺盟主主F温二 

.1.土足'2五:
また、ダシプ或いは生コン翠・ If~棄物連綴者45:については 、 遂行幸f~を伴恕 l ておくことが必要ですさなお、元前

から指示された場合 1;; 、 運行経路 [31~提出して . ド~l.- ' c 
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7 月� 19日

用車両届

事業所の名称 八重洲建設側九の内ピル 一次会社名 大lLi建設(榊

使用会社名
所 名� / 良川二郎�  殿 ( 二 次) 側111岡江務府

~ 
事業所の名称、所長名以 現場代理人弘、使用会社 一一~ I同 島健児 @ 
間違いのないように。 所属の現場責任者を記入


すること。


長

下記の通り(工事 ・竜野用 車両を運行しますので、お届けいたします。

使用期 間� H23 年� 7 月� 20 日� ~ H23 年� 10 月� 31 日

所有者氏名 ネd:有車
安全運転

角 山� UR 呉
自家用自動車� 5台以

管理者氏名� v¥ 上を使用する場合、

その本拠ごとに安全

車
型 式 マイクロパス 車両番号 品 ) 1 145む6~-05 運転管理者の選任が

必要です。

両
車検期間 日23 年� 6 月� 1 日� ~ H24 年� 5 月� 31 日

氏 名 岩手二郎�  (正) 生年月日�  S35 年� 12 月� 7 日
運� V ¥ 

東京都江東|以削�  -15-0ぬ 運転手が復数の場合、名前の後ろに印刷転 住 所

者
と記入し、� 1台/ 1名ごとに提出して下さい。 トー

免許の種類 普通 免許 免許番号�  306606819521 

自
保険会社名 自動火災保険l榊東京支札 証券番号�  0-9 6 ~ 7 0号� 

H音 骨� 

l可三貝主三 保険期間�  H23 年� 6 月� ~ H24 年� 5 月� 31 日

任 保険会社名 第五火災海上保険制東京支社� X証券番号�  1854870 

音ー 自問責、任意保険欄は記載漏れのないように。

対人�  10.000万円 対物 保険期間を忘れずに記入。 1.000万円
イ呆 任意保険証書の写しを添付して下さい。

険 保険期間�  H23 年� 6 月� 1 日� ~ H24 年� b 月� 31 日

運行経路 自 会社(神山)経由 宇I11田 橋 ~ 経由 馬場先11IJ- 至 丸の内作業所

(注)1.この届出書は車両 l台ごとに提出すること。� 

に 「任意保険」の証暫 (写)を添付し提出すること。撃事この届出2 

3 運転者が変わった場合はその都度届け出ること。� 
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『通勤用車両届J

運 行 経 路 図

|

通
勤
JII買
路

-通勤順路を正確に記入して下さい。� 

距 自在� 

所要時間(片道)I 
同
乗
者
氏
名

時間

km 

分� 

略

図

-設が昆ても理解できるように記入して下さいa

-距隊が遼〈記入しきれない場合、地図等も利用して下さい。

当書式は一一…醐 輔日柳田一拡協力会社

が提出するものですの

-協力業者の事務所或いは宿舎から現場までの通勤経路を届けることにより、万一交i!事故が突生

した時に直勤災害� (場合によっては業務上の災害� )か、それ以外の交通事故かを判断します。� 

-事業主の指示や経費� (刀ソリン代等� )の負担があった場合には、 業務上の災害となります。

-記載された� l眼絡を著しく逸脱した場所で交通事故が発生した場合は、遇勤災害にほなりません。

-添付の窪行経路図も記載のうえ提出して下さい。� 

--

|参考� |

-安全運転管理者制度とは

自動車の使用者は、自動車の安全な運転に必要な業務を行わせるため、一定台数以上の自動車の使用の

本拠地ごとに安全運転管理者を選任しなければなりません。(道路交通法第74条の� 2) 

※ただし道路運送法に定める自動車連送事業者及び貨物運送取扱事業法に定める第二種利用運送業者を

除きます。� 

l 普通自動車� 5台以上又はマイクロパス� l台以上など、一定台数以上の自動車を使用している場合。

〔自動二輪車(原付車を除く)は� l台をO.5台として計算する。〕� 

2 選任した日から15日以内に使用の本拠地を管轄する警察署を経由して公安委員会に届けなければな

りません。

3. 資格要件� 

0年齢20歳以上 (副安全運転管理者を選任している場合は 30歳以上)� 

02年以上の運転管理の実務経験を有する者。又は同等以上の能力があると公安委員会が認定した者

。過去� 2年以内に公安委員会の安全運転管理者等の解任命令を受けたことのない者� 
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全建統一様式第11号� 

i抑止 刊23年 9 月� l 日

忌立つ¥有機溶剤特定化学物質等持込使用届� 

事業所の名称 八重洲建設(附丸の内ビル 一次会社名 二次及び三次会

社名を記入す使用会社名
所長名 夏川| 二 日rs 殿� ( 二 次) るι

，現場代理人

zzr 二次又は三次会社の現 (現場責任者) [ 向 島 佐 川 重注
場代理人名を記入すl

このたび¥下記の有機物質・特定化学物質等を持込・使用するのでお届けしま

す。なお、使用に際しては、� MSDS(化学物質等データシート)内容を掲示し、作

業員に対して周知を行うとともに関係法規を道守します。

使用材料

商 ロ 名口口 メーカー名 搬入量 種� 5JU 含有成分

ピニボン100 関西ペイント� 30kg 塩ピ}金字| トルエン・キンレン� 

j|討 上 ンンナー 。� :~6kg ンンナー� '1 

コポン PR~食料i夜 ト|本ペイント� 20kg エポキシ権料 トルニLン� 'MIBK

同上硬化剤 。� 20kg ク アシン類

コポン� Pシンナー 。� 40kg 。 トルエン.tvlffiK 

使用場所 会l事棟地下� 11暗及び集配室塗装工事

保管場所
事務所機材料位場に専用の

コンテナハウスを7Jt置
使用機械

又は工具
ハケ塗り又はローラ一塗:)

使用期 間� H2:~ 年 9 月� 5 日� ~ 日23 年� 11 月� 30 日(予定)

作業主任者等
氏 名

火山 一 郎� ←� Jァ イ 使聞の!
作業手順書 添付�  (② ・ 無) 作業責任者� 

M S D S M S D S 添付�  (⑤ 無� ) 書ききれない場合は� f別紙の通

./〆/ り』と記載し資料を添付する。� 

換気等対策

/ 
塗装|掲始から乾燥するまで、送風機にて送排気する 、(エポキシ塗料の場合)

(注)1 商品名、種別、含有成分等は材料に添付されているラベル成分表等から写しを記入して下さい。� 

2. 危険物とは、ガソリン、灯油、プロパン、アセチレンガス等をいいます。� 

3. 有害物とは、塗装、防水などに使用する有機溶剤、特定化学物質などをいいます。� 

-80-



『有機溶剤・特定化学物質持込使用届Jl の目的及び主旨

当書式は実際に有機溶剤 ・特定化学物質などを持ち込み使用する協力会社が元方事業者に届け出る

ためのもので、元方事業者は内容を確認するとともに的確な指導を行わなければならない。

有機溶剤・特定化学物質は法規で定められ、取り扱い上の規制がある。報告漏れで管理の目が届か

ないため、法規に違反したり、不測の事故が発生することがないようにしなければならない。

(文書の交付等)

安衛法第57条の� 2

労働者に危険若しくは健康障害を生ずるおそれのある物で政令で定めるもの又は第56条第� l項

の物(以下この条において「通知対象物jという。)を譲渡し、又は提供する者は、文書の交

付その他厚生労働省令で定める方法により通知対象物に関する次の事項(前条第� 2項に規定す

る者にあっては、同項に規定する事項を除く。)を、譲渡し、又は提供する相手方に通知しな

ければならない。ただし、主として一般消費者の生活の用に供される製品として通知対象物を

譲渡し、又は提供する場合については、この限りでない。

名称

一 成分及びその含有量

一 物理的及び化学的性質

四 人体に及ほす作用

五貯蔵又は取扱い上の注意

六 流出その他の事故が発生した場合において講ずべき応急の措置

七 前各号に掲げるもののほか、厚生労働省で定める事項� 

2 通知対象物を譲渡し、又は提供する者は、前項の規定により通知した事項に変更を行う必要

が生じたときは、文書の交付その他厚生労働省令で定める方法により、変更後の同項各号の事

項を、速やかに、譲渡し、又は提供した相手方に通知するように努めなければならない。� 

3 前� 2項に定めるもののほか、前� 2項の通知に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める O 

MSDS一一�  MaterialSafety Date Sheets 

(化学物質等安全データ・シート)

労働者の健康障害が発生する恐れのある化学物質等を譲渡するとき、提供者は譲渡、提供先に対し

てMSDSの交付が義務づけられ、関連事業者に対しても「危険性・有害性」の情報を周知しなけれ

ばならない。(安衛法第57条の� 2) 

nδ 



1.有機溶剤中毒の防止 

① 	 有機溶剤中毒危険作業


有機則第� l条による材料又は重量の� 5%以上を含有する混合物を使用する下記に該当する作業。
 

(a) 	 屋内作業で通風の悪い場所での塗装又は吹き付け作業� 

(b) 	 タンク内等の防水工事� 

(c) 	 屋内での内装工事� 

② 	 作業主任者の選任と業務

有機溶剤中毒危険作業を行うときは、有機溶剤作業主任者として「技能講習を修了した者を選任」

し、下記の事項を実施する O 

(a) 作業に従事する労働者が有機溶剤に汚染され、又は、これを吸収しないように作業の方法を決

定し、労働者を指揮して作業を行う� O 

(b)	 局所排気装置又は、全体換気装置を� 1ヶ月を超えない期間ごとに点検を行う� O 

(c)	 保護具の使用状況を監視する O 

(d) 	 タンク内部において、有機溶剤業務に労働者が従事するときは、有機溶剤中毒予防規則第26条

各号に定める措置が講じられていることを確認する O 

(e) 事故の場合の退避:タンク等地下室、通風の不十分な屋内作業場等において、有機溶剤中毒の

発生が生じた時は、直ちに作業を中止し、事故現場より退避する O

(f)保護具の使用:有機則第33条に従事する労働者に送気マスク又は有機ガス用防毒マスクを使用

し、また有機則第32条による送気マスクを使用する O 

③ 	 換気設備の設置

有機溶剤中毒危険作業を行う時は、有機溶剤則第� 5条により局所排気装置、プッシュプル換気装置

又は、全体装置を設ける o (ただし、周壁が 2側面以上、かつ、周監の面積の半分以上が直接外気に

向かつて開放されている場合で、問題が発生しなければ設けなくても良い。)� 

④ 	 有機溶剤等の管理� 

(a) 有機溶剤取扱い作業所又は、貯蔵庫には、有機溶剤の種類、取扱上の注意事項、有機溶剤中毒

が発生した時の応急処置を分かりやすい場所に明示する O 

(b) 有機溶剤取扱い作業所又は、貯蔵庫に関係労働者以外が立ち入らぬように措置を講じ、消火器

等設置する O 

(c) 	 喫煙所と有機溶剤の保管場所、取扱い作業場所を区分し、火気厳禁を表示し、通風に努める O 

2. 特定化学物質の安全管理

化学物質等による労働者の健康を防止するため、「指定された有害物質を製造、販売しているもの

(販売会社、メーカ一等)は、購入者に対し、 MSDSを交付しなければならない(安衛法第57条の� 

2)Jと定められている O

統責者は、作業所で使用する化学物質等の� MSDSを販売屈から提出させ、作業員に周知徹底させな

ければならない。(作業場所に掲示)� 

① 	 作業所の対応� 

(a) 	 MSDSにより有害性及び危険性の内容を確認・把握する O 

(b)	 作業手順書どおりの施工を確認する O 
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②作業主任者の主な職務� 

(a) 	 MSDSにより有害性及び危険性の内容を確認・把握する。� 

) 取扱いの注意、応急措置などの作業手順書の内容を再確認する。(b

(c) 作業員への周知・徹底する。� 

③ 	 有害な化学物質が含まれている可能性のある建築材料 


-塗 料.錆止め、クロム酸化合物、塩化ビニール系、ポリウレタン鉛含有塗料 


・接着剤.フェノ ール樹脂、合成ゴム、酢酸ビニール、ラ メリン樹脂系接着剤


-防水材.アスフアルト、シート、塗膜防水材 
  

-急結材:硬質発泡ウレタンフォ ームに含まれる有機溶剤 等
 

④ 	 対象になると思われる代表的な業種� 

l参考�  i 

1 .危険物の安全管理

危険物(ガソリン、灯油、プロパン、アセチレンガス等をいう。)は、消防法関連法令を道守する O

※危険物の指定数量 


消防法・令� 1条のll(第 4類)
 

l 特殊引火物=1気圧において発火点100。以下のもの又は引火点が零下200
以下で沸点が40。以下の

もの

ジエチルエーテル、二酸化炭素その他� ....... . 50リットル.・一回・・・固い・田…・田・・…. ・・..…・・ 

2 第� l石油類=1気圧において引火点が210
未満のも の

リッ トル200・・・ぃ・・・・・目・・・・・・・・・・・・・ ....・・非水溶性液体アセトン、 ガソリ ンその他

...........・・ ・・・・・・・....・・・・・・...水溶性液体 
  .	 一..� .......... ........
 400リッ トル� 

3. アルコール類=1分子を構成する炭素の原子の数が� l個から� 3個ま での飽和� l価アルコールをいう

.....................................................アルコールま頁 .
 400リットル.......... ..
......

4. 第 2石油類=1気圧において引火点が210 以上700

未満のもの

灯油、軽油その他 非水溶性液体目....................，・目..1............…......1.000リットル

リッ トル000，2・・・白目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・回目.........................・……・・・・・・水溶性液体 ・回目・田・・・・・・・


5. 第 3石油類� =1気圧において引火点が70。以上200。未満の もの

重油、クレオソート油その他 非水溶性液体……・・・…...... ...............2，∞0リットル

水溶性液体一...・一.� ・・・一..� -4， 000リットル� ............... .....
 ......................
 ...................


6 第� 4石油類 =1気圧において引火点が200。以上のもの

ギヤー油、 シリ ンダー油その他・・・� ...........・・・・・・・い目...............6，000リッ トル� 

2.石綿作業の安全管理

石綿障害予防規則� (2005年� 7月1日施行)に基づき、 事前調査・作業計画・所轄労働基準局への届

出・作業員の特別教育 ・作業主任者の選任 ・作業時の保護具の管理・作業場所の湿潤化・隔離等を遵守

する。また、大気汚濁防止法及び関連法令を遵守する O 



|参考様式第 9号 | E司
ギ|坑23年� 7月� 18日

作業員を雇用する会社が
たコず 作成し、一次の会社を過火 メL 使 願

して元請に提出する。� 

/ 
事業所の名称 八重洲iI!i設(榊丸の内ピjレ 一次会社名 大 ~I I建設附

使用会社名
所長名�  ↑ 見川二郎 殿� ( 二 次) 側111旧工務庖

!( 

現場代理人 


業所の名称は作業所名を書き、所
(現場責任者) 間島健児 宣注


長名は間違いのないようにする。


用

下記の要領で火気を使用したく許可願います。なお、火気使用の終了時には、必ず

その旨報告致します。

使用場所 屋上の手摺り取り� iJ-.け� 

使用 目的
⑮⑫)圧接、防水、乾燥、採暖、

湯沸、炊事、その他� (

使用期間�  

使用時間(原則)� 

7月 間� - 8月� 31B 

8時� 30分-17時� O防子

I 

火気の種類 �  ⑮⑪ 灯油、重油、木炭、薪、その他(

管理方法�  
~ *~訟 防火用水、消化砂、防炎シート、 信~ 標識、 信@
取扱上の注意(� 

(使用会社記入間� ) 
/ 

火元 政 任者�  

(後始末巡回者)
j、 松 一 二 ~ 

火気使用責任者� Ij 111..l 正� 
|元詰記入欄。

※使用目的、火気の種類、管理方法は該当事項を� Oで囲んで下さ� U

J作業所の管理番号1

許可第

唱。� 

-r年虫蛍坐 ~ι著書ヨヨヲ;:"lf冒

丁


防火管理 者 勝美 晃� ⑬ 
火気使用許可

担当係員 谷川町児�  ⑬ 

/l元請会社記載欄� /
メ� 

ー� 1 火花及び切断屑は必ず受皿で受けること。� i押E!Jの上、写しを申請会社に渡しl
言午 可 条 件� 2.作業場所には粉末消火器を配置すること。|て、指示内容の確認をすること。|� 

3.作業終了後は火がないことを確認するこ と。

※毎日時間で管理する場合は、この様式を参考にして書式を作成して下さい。� 
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「火気使用願Jの目的・主旨

建設現場で火気を使用する際に元方事業者の許可を受けるため、実際に火気を使用する協力会

社が、火気の使用場所、使用目的、火気の種類、管理方法等を記載した「火気使用願」により申

請するものである O 

2. 火気使用の届け出は、工事はもちろん現場内の事務所、宿舎、休憩所などにおける湯沸器、暖

房等も含まれ、元方事業者は申請内容により許可条件を付すなどの指導を行うとともに、使用状

況をチェックして火災予防に万全を期すこと O

(特定元方事業者等の講ずべき措置)

労働安全衛生法第30条
特定元方事業者は、その労働者及び、関係請負人の労働者の作業が同ーの場所において行われる

ことによって生ずる労働災害を防止するため、次の事項に関する必要な措置を講じなければなら

ない。

協議組織の設置及び運営を行うこと O


作業聞の連絡及び調整を行うこと 
O

一 作業場所を巡視すること O

(火気使用場所の火災防止)

安衛則第291条
事業者は、喫煙所、ストーブその他火気を使用する場所には、火災予防上必要な設備を設けな

ければならない。� 

2 労働者は、みだりに、喫煙、採だん、乾燥等の行為をしてはならない。� 

3 火気を使用した者は、確実に残火の始末をしなければならない。

(ガス溶接等の作業を行う場合の火災防止措置)

安衛則第389条の� 3
事業者は、ずい道等の建設の作業を行う場合において、当該ずい道等の内部で、可燃性ガス及

び酸素を用いて金属の溶接、溶断又は加熱の作業を行うときは、付近にあるほろ、木くず、紙く

ずその他の可燃性の物を除去し、又は当該可燃性の物に、不燃性の物による覆いをし、若しくは

当該作業に伴う火花等の飛散を防止するための隔壁を設けること。

(防火担当者)

安衛則第389条の� 4
事業者は、ずい道等の建設の作業を行うときは、当該ずい道等の内部の火気又はアークを使用

する場所について、防火担当者を指名し、その者に、火災を防止するため、火気又はアークの使

用の状況を監視し、異常を認めたときは、必要な措置をとること� また、残火の始末の状況につO

いて確認すること O

(警報の統一等)

安衛則第642条

特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同ーの場所において行なわれ

るときには、次の場合に行なう 警報を統一的に定め、これを関係請負人に周知させなければなら

ない。

¥1)j
1
J
1
l

t
ム口

日且-湯勿
�
 

)した生，カ発カ
〈

ノ

刊

〆

略

火

省

て
一=三一二一い

、
お

二
に所

一
場

(

該当四� 
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「火気使用願Jに伴う注意事項� 

l 勝手な火気の使用は危険で、あるばかりでなく、火気の使用にあたっては、予め必要な措置(付近に

ある可燃物の除去や不燃性のシートによる覆い等)を講じなければならない場合や、安衛法30条に規

定している作業問の連絡、調整を必要とする場合があるため「火気使用願Jによる許可を受けた後に

作業を行う� O 

2. ずい道等の建設作業において、防火担当者は火気又はアークの使用状況を監視し、異常を認めたと

きは、火気の使用禁止や火気使用機器の点検整備、火気使用上の注意、初期消火などの処置を行うこ

とO 

|参考� |

-火気の管理 

O静電気の除去(安衛則第287条)

-静電気による爆発又は火災が生ずるおそれのあるときは、接地、除電剤の使用、湿気の付与、点検

源となるおそれのない除電装置の使用その他静電気を除去するための措置を講じなければならな

し、。� 

0立入禁止等(安衛則第288条)

-火災又は爆発の危険がある場所には、火気の使用を禁止する旨の適当な表示をし、特に危険な場所

には、必要で、ない者の立入りを禁止しなければならない。� 

0消火設備(安衛則第289条)

-危険物、危険物以外の引火性の油類等爆発又は火災の原因となるおそれのある物を取り扱う場所に

は、適当な箇所に消火設備を設けなければならない。� 

0防火措置(安衛則第290条)

-建築物等とその他可燃性物体との聞には、防火のため必要な間隔を設け、又は可燃性物体をしゃ熱

材料で防護しなければならない。� 

0火気使用場所の火災防止(安衛則第291条)


-喫煙所等その他火気を使用する場所には、消火設備を設けなければならない 0


.みだりに喫煙等の行為をしてはならない。


-火気を使用した場合は、確実に残火の始末をしなければならない。
 

O油類等の存在する配管等の溶接・溶断の禁止(安衛則第285条)

-危険物又は可燃性の粉じん等が存在する配管、ドラム缶等の容器は、予めこれらを除去してから、

火気使用等の作業をさせなければならない。� 

0危険物等がある場所では火気等の使用禁止(安衛則第279条)

-危険物又は火器類、綿等が存在して爆発又は火災のおそれのある場所では、高温となって点火源と

なるおそれのある電気器具、アーク溶接機等又は火気の使用はしてはならない。� 

0通風等の不十分な場所での溶接等(安衛則第286条)

-換気が不十分な場所での溶接・溶断等の作業を行うときは、酸素を通風又は換気のために使用して

はならない。� 
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